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Ⅰ 調査の概要 
 

１． 調査目的 

 生涯学習センターについては、近年の生涯学習・社会教育を取り巻く状況の変化に応じて、設

置者の移管や機能の多様化などの変遷を見せている。 
また、公民館、図書館、博物館等社会教育施設についても、地域の実情に応じて、その役割や

機能の多様化が更に進むと考えられ、その在り方について、現在、中央教育審議会生涯学習分科

会でも議論されている。 
 このような状況を受け、生涯学習センターや社会教育施設の現状と課題を把握し、今後の施設

の位置づけや、生涯学習・社会教育行政のあり方を検討する際の基礎資料を得ることを目的に、

本調査を実施した。 
 

２． 調査実施状況 

【調査対象】都道府県・市町村・特別区の教育委員会 1,787 ※計画的避難区域(全域)除く 
      上記自治体の生涯学習センター及び社会教育施設（公民館・図書館・博物館） 
【調査方法】教育委員会調査：郵送配布・郵送回収 
      生涯学習センター調査：教育委員会を通じて配布・郵送回収 
      社会教育施設調査：教育委員会を通じて依頼・WEB サイトからの回答 
【調査時期】平成 24 年１月５日（木）～平成 24 年１月 27 日（金） 
 

３． アンケート回収状況 

調査種別 母数 有効回収数 回収率

教育委員会 1,787 1,224 68.5%

生涯学習センター 957 -

合計 16,451 6,371 38.7%

公民館（本館） 10,390 3,992 38.4%

図書館（本館） 1,873 1,253 66.9%

博物館及び類似施設 4,188 1,126 26.9%

社会教育施設

 
 

４． ヒアリング実施状況 

アンケート回答施設の中から下記の施設を任意に抽出し、訪問ヒアリングを実施。 
• 生涯学習センター 10 箇所 
• 社会教育施設     10 箇所（公民館 4、図書館 3、博物館 3） 
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● 表記上の注意 

 
※ 図表に示してある数字については、それぞれのサンプル数(N)を母数とした場合の構成比

(％：パーセント)を表す。 
 
※ 図表内の割合を示す数値は、すべて百分率(％)で表し、小数点以下第２位を四捨五入して

あるため、その合計数値は必ずしも 100 とはならない。また、複数回答については、回

答項目ごとに母数に対する比率を算出しているため、その合計数値は必ずしも 100 には

ならない。 
 
※ 図表中の「TOTAL」は全体の合計値であり、その割合を示す数値は、全体のサンプル数

を母数とした場合の構成比（％）を表す。 
 
※ 図表中の○△で囲まれている数値は、有意差検定により「TOTAL」との有意差があるこ

とを示し、○は TOTAL より高いもの、△は TOTAL より低いことを差す。 
（有意差検定とは、母数の異なる二つのデータを比較して有意な差の有無を検証すること） 
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Ⅱ 生涯学習センター調査結果 

１． 運営状況 

（１） 設置者・所管部署・根拠条例 
● 設置者 
全国の生涯学習センターのうち、都道府県立は 42 施設（４％）、その他は市区町村立である。 

問１　設置者
都道府県・市区町村別

都道府県 市（区） 町 村 組合 無回答

(n)

ＴＯＴＡＬ

ｻﾝﾌﾟﾙ数

95742 715 152 441
3

 
● 所管部署 
全国の生涯学習センターの約５割は教育委員会所管である。 

  ただし、人口 10 万人以上の市区では、首長部局所管が７割前後を占める。 

問１５　現在の所轄部署

教育委員会 首長部局／その他 無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌﾟﾙ数

957

42

188

353

107

151

116

50.8

81.0

23.9

30.0

74.8

84.1

81.0

45.8

14.3

70.2

68.0

22.4

12.6

14.7

3.4

4.8

5.9

2.0

2.8

3.3

4.3

 

● 所管変更の予定等＜教育委員会調査より＞ 
当初の所管部署から変更になったセンターは１割強であり、今後の変更予定は数％に留まる。 

 
あり なし 無回答

所轄変更の
予定あり

組織改変の
予定あり

いずれも予
定無し

無回答

ＴＯＴＡＬ 507 12.2% 86.0% 1.8% 0.4% 2.4% 95.1% 2.2%
都道府県 33 15.2% 84.8% 0.0% 0.0% 6.1% 93.9% 0.0%
市区町村 474 12.0% 86.1% 1.9% 0.4% 2.1% 95.1% 2.3%

所管変更予定
N

所管変更状況
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● 指定管理の導入状況 
生涯学習センターへの指定管理制度導入率は、回答 957 施設のうち 23.4％である。 
指定管理者は、全体では「民法 34 条の法人」がもっとも多いが、人口規模別で傾向が異なり、

人口５万人以上 30 万人未満では「その他（任意団体、住民組織等）」がもっとも多い。 
問１　指定管理の導入状況

導入 未導入・不明

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌ ﾙ゚数

957

42

188

353

107

151

116

23.4

35.7

31.4

24.4

20.6

21.9

7.8

76.6

64.3

68.6

75.6

79.4

78.1

92.2

 
問１　指定管理の導入　法人形態

民法３４条の
法人

会社 ＮＰＯ法人 その他 無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌ ﾙ゚数

224

15

59

86

22

33

9

39.3

40.0

72.9

24.4

13.6

39.4

22.2

19.6

40.0

8.5

17.4

31.8

18.2

55.6

11.6

6.7

6.8

14.0

13.6

15.2

11.1

29.5

13.3

11.9

44.2

40.9

27.3

11.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0
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問１　指定管理の導入　導入範囲

建物管理で導入 事業運営で導入 建物・事業で導入 無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌ ﾙ゚数

224

15

59

86

22

33

9

18.8

46.7

0.0

29.1

9.1

12.1

44.4

3.6

0.0

5.1

3.5

9.1

0.0

0.0

77.7

53.3

94.9

67.4

81.8

87.9

55.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

 

● 根拠条例の有無・改正状況 
  設置条例の施行年は「平成 10 年代」が過半数を占める。 

なお、設置条例の約６割は改正されている。 
問１４　施行の期日　年月日

昭
和
４
０
年
代
以

前 昭
和
４
０
年
代

昭
和
５
０
年
代

昭
和
６
０
年
代

平
成
元
年
代

平
成
１
０
年
代

平
成
２
０
年
代

無
回
答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村

ｻﾝﾌﾟﾙ数

957

42

915

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

12.2

31.0

11.4

2.5

4.8

2.4

0.0

0.0

0.0

53.8

52.4

53.9

22.7

4.8

23.5

8.8

7.1

8.9

 
問１４　条例の改正有無

改正無 改正有 無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村

ｻﾝﾌﾟﾙ数

957

42

915

29.9

23.8

30.2

59.4

69.0

58.9

10.8

7.1

10.9
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（２） 施設状況 
● 開館年度 
開館年度は、都道府県は 1990 年代が多く、市区町村は 2000 年代がもっとも多い。 

問２　開館年度

１９８０年
より前

１９８０年
代

１９９０年
代

２０００年
代

２０１０年
代

無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村

ｻﾝﾌﾟﾙ数/中央値

957
1994.0

42
1995.0

915
1994.0

16.0

14.3

16.1

21.2

19.0

21.3

27.2

42.9

26.4

28.8

21.4

29.2

4.5

2.4

4.6

2.3

0.0

2.4

 
● 建物種類 
都道府県は複合施設が多く、複合の相手は社会教育施設以外の公共施設がやや多い。 

問２　建物の形態（単独・複合）

単独施設 複合施設 無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村

ｻﾝﾌﾟﾙ数

957

42

915

43.1

35.7

43.4

55.0

64.3

54.5

2.0

0.0

2.1

 

問２　複合の相手施設（Ｍ．Ａ）【ベース：複合施設】

都道府県  n=27

市区町村  n=499

0 10 20 30 40 50 60
(%)

他の社会教育施設

上記以外の公共施設

社会体育施設

その他の施設

無回答

33.3

51.9

3.7

22.2

0.0

55.3

43.5

10.4

15.0

0.2
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● 施設機能 
都道府県は、「視聴覚室」「コンピューター室」「学習相談室」などの整備率も高い。 

 

問４　施設にあるもの（Ｍ．Ａ）

都道府県  n=42
市区町村  n=915

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100
(%)

会
議
室
・
講
義
室

ホー

ル

図
書
室

展
示
室

談
話
室

多
目
的
室

視
聴
覚
室

実
験
実
習
室

体
育
館
・
講
堂

体
育
・
レ
ク
リ
エー

シ
ョ
ン
室

コ
ン
ピ
ュー

タ
室

児
童
室

学
習
相
談
室

託
児
室

宿
泊
施
設

そ
の
他

無
回
答

95.2

66.7
61.9

54.8
50.0

38.1

54.8

42.9

33.3

21.4

50.0

7.1

50.0

28.6

19.0
21.4

2.4

92.7

51.7

39.6

29.3 27.1 27.7
22.6 21.4 19.6

17.0 14.8 14.1
10.4 11.1

1.1

34.6

1.2
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（３） 職員状況 
  生涯学習センターの施設長は、都道府県は「専任」が多いが、市区町村は「兼任」「非常勤」

も約半数を占める。 
  指導系職員は、都道府県は「３人以上」が多い。 

市区町村の場合は、指導系職員がいない施設も５割近くみられる。 

問１　職員数　施設の長（区分別）

専任 兼任 非常勤 不明

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村

ｻﾝﾌﾟﾙ数

957

42

915

48.8

66.7

48.0

28.7

19.0

29.2

13.9

9.5

14.1

8.6

4.8

8.7

 

問１　職員数　合計

LAYER1: 都道府県・市区町村別 0001:都道府県

０人 １人 ２人 ３人以上 無回答

(%)

指導系職員

うち社会教育主事有資格者

その他職員

ｻﾝﾌﾟﾙ数

42

42

42

9.5

38.1

14.3

4.8

16.7

9.5

11.9

9.5

4.8

73.8

35.7

71.4

0.0

0.0

0.0

 

問１　職員数　合計

LAYER1: 都道府県・市区町村別 0002:市区町村

０人 １人 ２人 ３人以上 無回答

(%)

指導系職員

うち社会教育主事有資格者

その他職員

ｻﾝﾌﾟﾙ数

915

915

915

47.0

77.9

12.3

14.9

10.6

16.7

9.9

3.3

13.7

22.2

2.2

51.3

6.0

6.0

6.0

 



 9

（４） 予算状況 
● 予算総額及び事業費 

予算総額の中央値は、都道府県で 4369 万円、市区町村で 1435 万円である。 
市区町村では、予算総額及び事業費とも、人口 10 万人以上 30 万人未満でもっとも低い。 

問７　平成２３年度の予算総額と事業費  予算総額

３
０
０
万
円
未
満

３
０
０～

５
０
０
万
円

未
満

５
０
０～

１
０
０
０
万

円
未
満

１
０
０
０～

１
５
０
０

万
円
未
満

１
５
０
０～

３
０
０
０

万
円
未
満

３
０
０
０～

５
０
０
０

万
円
未
満

５
０
０
０～

１
億
円
未

満 １
億
円
以
上

不
明

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌﾟﾙ数/中央値

957
15143.5

42
43696.5

188
25079.0

353
7433.0

107
16794.0

151
22327.5

116
14417.5

14.6

4.8

5.9

22.9

7.5

11.3

18.1

7.9

0.0

3.7

11.3

8.4

6.0

9.5

12.6

9.5

6.9

15.6

14.0

10.6

15.5

8.5

0.0

17.0

4.5

9.3

9.9

6.9

14.2

21.4

12.2

6.2

21.5

23.2

20.7

9.2

19.0

8.5

7.6

2.8

9.9

16.4

10.4

16.7

11.2

7.6

15.9

14.6

5.2

11.1

23.8

15.4

9.9

11.2

9.9

4.3

11.4

4.8

19.1

14.2

9.3

4.6

3.4

 
問７　平成２３年度の予算総額と事業費  うち事業費

３
０
０
万
円
未
満

３
０
０～

５
０
０
万
円

未
満

５
０
０～

１
０
０
０
万

円
未
満

１
０
０
０～

１
５
０
０

万
円
未
満

１
５
０
０～

３
０
０
０

万
円
未
満

３
０
０
０～

５
０
０
０

万
円
未
満

５
０
０
０～

１
億
円
未

満 １
億
円
以
上

不
明

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌﾟﾙ数/中央値

957
2162.0

42
10096.0

188
2600.0

353
1310.0

107
3599.0

151
3634.0

116
2298.0

49.2

19.0

43.6

60.6

43.9

42.4

48.3

7.2

14.3

11.7

3.7

8.4

4.0

11.2

8.8

14.3

8.0

6.2

10.3

13.2

8.6

5.0

14.3

3.7

2.5

5.6

8.6

6.0

6.7

9.5

3.2

5.9

8.4

8.6

9.5

4.3

16.7

2.7

3.1

7.5

4.0

3.4

1.8

4.8

3.2

0.3

1.9

2.6

1.7

3.1

2.4

5.3

2.8

4.7

2.6

0.0

13.9

4.8

18.6

14.7

9.3

13.9

11.2
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● 増減傾向 
都道府県や人口 30 万人以上の市区では、予算及び事業費とも「減少傾向」にある。 
人口 30 万人未満では「ほぼ同水準」が多いが、「減少傾向」が「増加傾向」を上回る。 
所管別での予算等の増減傾向に大きな差はない。 

問８　予算及び事業費の直近３ヵ年の増減傾向  予算総額

増加傾向 減少傾向 ほぼ同水準 無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌﾟﾙ数

957

42

188

353

107

151

116

7.9

7.1

6.9

4.2

10.3

13.2

12.1

39.1

73.8

56.9

36.0

37.4

29.1

21.6

47.2

16.7

30.3

49.9

51.4

54.3

64.7

5.7

2.4

5.9

9.9

0.9

3.3

1.7

 
問８　予算及び事業費の直近３ヵ年の増減傾向  事業費

増加傾向 減少傾向 ほぼ同水準 無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌﾟﾙ数

957

42

188

353

107

151

116

6.2

9.5

4.3

5.9

7.5

5.3

8.6

34.9

71.4

52.7

30.6

29.9

25.8

22.4

49.9

16.7

36.7

51.3

58.9

58.3

60.3

9.0

2.4

6.4

12.2

3.7

10.6

8.6

 
 問８　予算及び事業費の直近３ヵ年の増減傾向  予算総額

増加傾向 減少傾向 ほぼ同水準 無回答

(%)

教育委員会

首長部局／その他

ｻﾝﾌﾟﾙ数

486

438

9.5

6.2

38.3

42.2

48.8

46.1

3.5

5.5
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（５） 運営指針・評価等の状況 
● 中長期計画の有無 

施設自体の中長期計画等を策定しているのは１割程度に留まる。 

問６　施設運営や事業展開に関する中長期・計画等の策定状況

施設自体の中
長期の方針・
計画等を策定

生涯学習推進
計画など関連
計画で定めら
れている

中長期の方針
等と関連計画
の両方で定め
られている

中長期の方針
等なく関連計
画でも特に定
められていな
い

無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村

ｻﾝﾌﾟﾙ数

957

42

915

11.0

14.3

10.8

40.0

50.0

39.6

5.4

9.5

5.2

30.6

11.9

31.5

13.0

14.3

12.9

 
● 運営委員会設置状況 

運営委員会等を設置しているのは３割強である。 

問９　運営委員会等の設置状況

設置している 設置していない 無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村

ｻﾝﾌﾟﾙ数

957

42

915

36.4

38.1

36.3

61.8

59.5

61.9

1.9

2.4

1.9

 
 
 

問９－１　運営委員会等の委員構成（Ｍ．Ａ）【ベース：運営委員会設置施
設】その他コーディング

都道府県  n=16

市区町村  n=332

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

(%)

施
設
利
用
者

学
校
関
係
者（

校
長
・
教
頭
・
教

員） 自
治
会
・
町
内
会
・
地
域
団
体

大
学
関
係
者
・
有
識
者

教
育
委
員
会
関
係
職
員

首
長
部
局
関
係
職
員

講
座
講
師

社
会
教
育
関
係
者

公
募
市
民
等

そ
の
他

無
回
答

50.0

68.8

0.0

87.5 87.5

25.0

31.3

12.5

0.0

56.3

0.0

53.3
50.3

28.0

20.8 20.5

9.6 9.6 8.4
3.9

24.4

1.5
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● 自己点検評価の実施状況 

都道府県は９割近くが自己点検評価を行っており、市区町村も６割近くが実施している。 
ただし、市区町村では「施設利用者」による点検及び評価を実施しているところは少ない。 

問２５　昨年度の運営状況についての点検及び評価の実施状況

行った 行っていない 無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村

ｻﾝﾌﾟﾙ数

957

42

915

60.5

88.1

59.2

33.8

7.1

35.0

5.7

4.8

5.8

 

問２５－１　点検及び評価の実施者（Ｍ
．Ａ）【ベース：点検及び評価実施施設
】
都道府県・市区町村別

都道府県  n=37

市区町村  n=542

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

(%)

施
設
職
員

教
育
委
員
会
、
首
長
部
局

施
設
運
営
を
評
価
す
る
た
め
に
組

織
さ
れ
た
委
員
会
等

施
設
利
用
者

そ
の
他

無
回
答

81.1

37.8
43.2

35.1

5.4
0.0

54.2

45.8

31.0

11.8 7.6
0.6

問２５－２　点検及び評価事項（Ｍ．Ａ
）【ベース：点検及び評価実施施設】

都道府県  n=37

市区町村  n=542

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

(%)

講
座
・
イ
ベ
ン
ト
等
に
つ
い
て

施
設
の
事
業
・
運
営
全
体
に
つ
い

て 施
設
利
用
・
設
備
等
に
つ
い
て

情
報
提
供
・
相
談
に
つ
い
て

そ
の
他

無
回
答

83.8
78.4

59.5
54.1

2.7
0.0

74.2 72.9

58.7

21.0

2.2 0.7
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● 運営状況に関する情報提供 

都道府県では７割が運営情報提供を行っており、市区町村でも５割が実施している。 
運営情報の公開方法は、都道府県では「施設のホームページ」が７割以上と多いが、市区町

村では「施設の発行物」が多い。 

問２６　地域住民その他関係者に対しての施設の「運営の状況に関する
情報の提供」実施状況

行った 行っていない 無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村

ｻﾝﾌﾟﾙ数

957

42

915

55.5

71.4

54.8

38.9

19.0

39.8

5.6

9.5

5.5

 
問２６－１　施設の「運営の状況に関する情報の提供」の手法
（Ｍ．Ａ）【ベース：情報提供実施者】

都道府県  n=30

市区町村  n=501

0

10

20

30

40

50

60

70

80
(%)

施
設
の
発
行
物

自
治
体
の
ホー

ム
ペー

ジ

自
治
体
の
発
行
物

施
設
の
ホー

ム
ペー

ジ

教
育
委
員
会
事
務
局
の
発
行
物

教
育
委
員
会
事
務
局
の
ホー

ム
ペ

ー

ジ
教
育
委
員
会
事
務
局
や
施
設
が
発

行
す
る
メー

ル
マ
ガ
ジ
ン

そ
の
他

無
回
答

50.0

13.3

0.0

73.3

13.3

26.7

10.0
6.7

0.0

43.1

27.5
23.8

19.8
15.8

6.4
2.4

16.0

1.2
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２． 事業状況 

（１） 利用状況 
 年間の利用状況としては、団体利用が中心である。個人利用者数は把握していない施設も多い。 

問５　利用状況　団体数

１００団体未
満

１００～３０
０団体未満

３００～５０
０団体未満

５００団体以
上

無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌﾟﾙ数/中央値

957
527.0

42
364.5

188
2572.0

353
581.0

107
601.5

151
340.0

116
79.0

24.7

28.6

10.6

23.2

23.4

27.2

48.3

10.0

9.5

7.4

10.2

9.3

14.6

8.6

7.0

4.8

6.9

8.2

8.4

6.6

3.4

43.3

38.1

58.5

44.5

46.7

35.8

23.3

15.0

19.0

16.5

13.9

12.1

15.9

16.4

 

問５　利用状況　利用者数  団体利用

１０００人未
満

１０００～３
０００人未満

３０００～５
０００人未満

５０００以上 無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌﾟﾙ数/中央値

957
20977.0

42
27449.0

188
53613.0

353
19803.0

107
17974.0

151
9326.0

116
1040.0

5.4

9.5

2.7

4.0

3.7

4.6

15.5

4.8

2.4

4.3

5.1

2.8

5.3

6.9

4.4

7.1

2.1

4.0

6.5

5.3

5.2

57.9

64.3

83.5

72.8

53.3

33.1

5.2

27.5

16.7

7.4

14.2

33.6

51.7

67.2
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問５　利用状況　利用者数  個人利用

１０００人未
満

１０００～３
０００人未満

３０００～５
０００人未満

５０００以上 無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌﾟﾙ数/中央値

957
970.0

42
11402.0

188
0.0

353
261.0

107
2314.0

151
1946.5

116
1678.0

26.4

19.0

35.6

24.1

25.2

25.2

24.1

5.2

7.1

3.2

3.7

5.6

6.6

10.3

2.7

4.8

2.7

2.0

1.9

4.6

2.6

18.2

42.9

13.3

15.3

24.3

19.2

19.0

47.4

26.2

45.2

55.0

43.0

44.4

44.0
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（２） 取組事項 
  
生涯学習関連事業の実施状況をみると、全国の生涯学習センターで実施率が５割を超えるのは、

「学習情報を提供する場の設置」「講座・イベントでの満足度調査等の実施」「施設職員単独によ

るプログラムの企画」「学習講座（教養の向上）の実施」「自主活動グループの形成」などであり、

学習情報提供、学習講座実施、団体支援については多くのセンターで取組がみられる。 
一方、学習相談、指導者育成、学習成果に対する評価、調査研究などについては、実施率が５

割未満の取組が多くなっており、特に「学習相談員の研修など資質・能力の向上に向けた取組」

「各種資格の取得、検定試験による評価」「自治体等が独自に学習成果を認証する仕組みへの関与」

「学習プログラムの開発に関する調査研究」「学習成果の評価・活用に関する調査研究」「学習成

果の評価や活用での連携」などに取り組むセンターは、いずれも１割未満である。 
 
都道府県では、33 項目（「その他」を除く）中 20 項目について、５割以上のセンターが実施し

ている。次いで、人口 30 万人以上の地域で、各種事項の取組が多いが、５割以上のセンターで実

施しているのは 33 項目中 10 項目に留まる。さらに、人口 10 万人未満の地域では、５割以上の

センターで実施している項目は「学習講座（教養の向上）の実施」「イベントや学習講座での連携」

の２項目に留まる。 
 
なお、人口規模によって取り組みのばらつきが大きいのは、「ＷＥＢによる学習情報提供システ

ムの構築・運用」「電話やメール等による学習相談への対応」「アンケートによる学習需要の把握」

「講座・イベントでの満足度調査等の実施」「施設職員単独によるプログラムの企画」「学習講座

（現代的課題の解決）の実施」「自主活動グループの形成」などであり、これらの事項は、人口

10 万人未満の地域での取組が低い傾向にある。 
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■生涯学習関連事業の実施状況 

(単位：％）

３０万人
以上

１０万人
以上３０
万人未
満

５万人
以上１０
万人未
満

１万５千
人以上
５万人
未満

１万５千
人未満

Ｎ 957 42 188 353 107 151 116 486 438

学習情報誌の作成・頒布 33.8 66.7 43.1 30.3 37.4 30.5 18.1 40.3 27.9

学習情報を提供する場の設置 53.1 76.2 60.1 50.1 48.6 51.7 48.3 56.4 50.5

ＷＥＢによる学習情報提供システムの構築・運用 22.6 78.6 38.8 17.3 18.7 15.9 4.3 26.5 18.5

その他 9.7 9.5 19.1 8.5 4.7 8.6 4.3 6.0 14.4

電話やメール等による学習相談への対応 37.1 88.1 61.2 26.6 36.4 31.8 19.0 41.6 33.8

学習相談員の配置 12.5 52.4 22.3 6.5 11.2 8.6 6.9 15.6 9.4

学習相談員の研修など資質・能力の向上に向けた取組 7.4 19.0 12.8 5.7 2.8 7.3 4.3 7.8 6.8

その他 4.4 2.4 4.3 4.2 5.6 3.3 6.0 4.5 4.6

アンケートによる学習需要の把握 33.0 66.7 50.0 30.6 25.2 30.5 11.2 35.0 32.0

ヒアリングによる学習需要の把握 13.0 23.8 14.9 16.4 5.6 6.6 10.3 11.1 16.0

講座・イベントでの満足度調査等の実施 54.4 85.7 71.3 50.7 49.5 49.0 38.8 57.2 52.7

その他 2.5 2.4 2.1 3.1 1.9 0.7 4.3 3.3 1.8

施設職員単独によるプログラムの企画 59.5 83.3 76.1 60.9 51.4 53.6 34.5 58.2 62.6

他機関・団体の職員と連携したプログラムの企画 47.2 73.8 55.9 49.6 43.0 38.4 31.9 45.7 50.9

学習成果の評価・活用と結びつけたプログラムの企画 18.0 42.9 30.3 15.9 8.4 15.2 7.8 18.5 18.3

その他 2.8 4.8 3.2 3.1 1.9 2.0 2.6 2.3 3.7

学習講座（教養の向上）の実施 80.4 71.4 82.4 86.1 77.6 74.8 72.4 77.4 85.6

学習講座（職業知識・技術の向上）の実施 25.7 45.2 30.3 26.9 16.8 23.2 19.0 28.4 23.3

学習講座（現代的課題の解決）の実施 40.2 71.4 68.1 37.4 31.8 28.5 15.5 35.8 46.6

その他 7.9 7.1 8.5 7.9 7.5 7.9 7.8 9.7 6.4

指導者等の養成講座の実施 17.5 64.3 29.3 8.5 19.6 13.2 12.1 20.8 14.8

指導者等への研修の実施 16.8 78.6 18.6 12.2 15.0 13.9 11.2 17.5 16.0

指導者等の登録・紹介 30.8 78.6 36.2 26.6 29.0 29.8 20.7 33.7 29.2

その他 2.8 0.0 4.3 2.5 2.8 2.0 3.4 1.9 3.9

講座等の修了証発行や単位認定等 25.6 73.8 30.3 17.6 26.2 27.8 21.6 31.5 20.1

各種資格の取得、検定試験による評価 1.5 4.8 1.6 0.8 2.8 0.7 1.7 1.6 1.4

自治体等が独自に学習成果を認証する仕組みへの関与 3.9 7.1 6.9 3.4 3.7 1.3 2.6 2.5 5.7

その他 4.6 4.8 2.7 6.5 4.7 2.0 5.2 4.5 5.0

貴施設における学習講座の講師 25.9 52.4 39.9 22.7 25.2 17.2 15.5 23.3 30.1

自主活動グループの形成 52.0 52.4 75.0 50.1 55.1 41.1 31.9 50.2 56.4

活動現場（学校）とのマッチング 18.2 21.4 18.6 19.5 11.2 15.2 22.4 16.9 20.5

活動現場（学校以外）とのマッチング 17.6 33.3 22.9 16.1 16.8 15.9 10.3 16.0 19.9

その他 2.8 11.9 1.1 2.8 0.9 3.3 3.4 4.1 1.6

学習需要に関する調査研究 13.5 42.9 16.0 9.6 9.3 18.5 7.8 14.2 13.5

学習プログラムの開発に関する調査研究 7.5 33.3 7.4 5.1 11.2 7.9 1.7 8.4 6.6

学習成果の評価・活用に関する調査研究 5.5 23.8 7.4 5.1 3.7 3.3 1.7 6.4 5.0

その他 4.3 23.8 2.7 2.3 5.6 2.6 6.9 5.6 3.2

イベントや学習講座での連携 63.4 78.6 68.6 64.3 61.7 54.3 60.3 63.2 65.3

学習情報提供・学習相談での連携 24.9 71.4 40.4 18.1 21.5 14.6 19.8 27.0 23.5

指導者・支援者等の養成・研修での連携 15.7 69.0 24.5 9.1 11.2 9.3 14.7 16.5 15.3

学習成果の評価や活用での連携 7.6 26.2 12.8 7.1 2.8 4.6 2.6 7.0 8.4

生涯学習推進のための総合的な連携体制の構築 21.7 28.6 26.6 21.5 21.5 18.5 16.4 19.5 24.9

その他 1.4 7.1 0.5 1.4 0.0 1.3 1.7 1.4 1.4

※取組率50％以上の項目数 6 20 10 6 4 4 2

自治体・人口規模別 所管別

都道府
県

市区町村

教育委
員会

首長部
局／そ
の他

Ｈ学習成果の活
用

Ｉ調査研究の
テーマ

Ｊ関係機関との
連携・ネットワー
ク形成

取組内容事業種

Ｄ学習プログラ
ムの企画

Ｅ地域の実情に
応じた講座の実
施

Ｆ指導者・支援
者等の養成・研
修

Ｇ学習成果に対
する評価

ＴＯＴＡ
Ｌ

Ａ学習情報の提
供

Ｂ学習相談

Ｃ学習需要の把
握
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（３） 重視事項 
都道府県では、「学習情報の提供」「指導者・支援者等の要請・研修」の重視度が比較的高く、

市区町村では「地域の実情に応じた講座の実施」の重視度がもっとも高い。 
なお、都道府県と市区町村は各事項で「非常に重視」の割合が大きく異なり、温度差が大きい。 

問１１　事業内容の重視度

LAYER1: 都道府県・市区町村別 0001:都道府県

非常に重視 ある程度重視 あまり重視せ
ず

取り組んでい
ない

無回答

(%)

学習情報の提供

指導者・支援者等の養成・研
修

地域の実情に応じた講座の実
施

学習プログラムの企画

関係機関との連携・ネットワ
ーク形成

学習需要の把握

学習相談

学習成果の活用

調査研究

学習成果に対する評価

ｻﾝﾌﾟﾙ数/平均

42
2.63415

42
2.58537

42
2.43902

42
2.41463

42
2.31707

42
2.17073

42
2.07317

42
1.92683

42
1.78049

42
1.75610

69.0

71.4

59.5

61.9

40.5

33.3

31.0

28.6

33.3

19.0

23.8

19.0

28.6

23.8

50.0

52.4

50.0

45.2

35.7

54.8

2.4

0.0

2.4

2.4

4.8

7.1

9.5

11.9

2.4

4.8

2.4

7.1

7.1

9.5

2.4

4.8

7.1

11.9

26.2

19.0

2.4

2.4

2.4

2.4

2.4

2.4

2.4

2.4

2.4

2.4
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問１１　事業内容の重視度

LAYER1: 都道府県・市区町村別 0002:市区町村

非常に重視 ある程度重視 あまり重視せ
ず

取り組んでい
ない

無回答

(%)

地域の実情に応じた講座の実
施

学習情報の提供

学習プログラムの企画

関係機関との連携・ネットワ
ーク形成

学習需要の把握

学習成果の活用

学習成果に対する評価

学習相談

指導者・支援者等の養成・研
修

調査研究

ｻﾝﾌﾟﾙ数/平均

915
2.22081

915
1.96842

915
1.84923

915
1.80974

915
1.69285

915
1.54108

915
1.23613

915
1.20024

915
1.19294

915
0.81087

40.4

28.7

27.7

20.4

19.8

12.9

8.2

10.1

10.6

4.9

42.0

43.9

39.5

49.0

43.8

44.2

34.8

28.3

29.9

19.7

4.7

9.8

9.7

11.3

10.8

16.5

20.3

23.9

19.1

20.9

7.4

10.9

16.0

13.6

18.8

19.6

29.3

29.9

33.2

47.0

5.5

6.6

7.2

5.8

6.8

6.9

7.4

7.8

7.1

7.5
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■事業内容の重視度（３階層） 
 事業内容 10 項目に対する重視度について、それぞれ「非常に重視」３点、「ある程度重視」２

点、「あまり重視せず」１点、「取り組んでいない」０点として 10 項目の合計得点を算出し、その

合計得点の高低によって３階層に分類したのが下記の図表である。 
 これをみると、都道府県は「重視度高」が７割以上と多く、「重視度低」は人口規模が小さいほ

どやや多い傾向にある。 

問１１　事業内容の重視度（合計得点層化）

重視度低 重視度中 重視度高 無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌﾟﾙ数/平均

957
15.78875

42
22.09756

188
17.15909

353
15.21384

107
15.48454

151
15.01449

116
14.00000

30.5

9.5

28.2

29.2

29.9

37.1

37.9

30.4

11.9

24.5

41.6

29.9

19.9

26.7

30.1

76.2

41.0

19.3

30.8

34.4

22.4

9.0

2.4

6.4

9.9

9.3

8.6

12.9
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（４） 地域づくりや生涯学習推進の取組状況 
● 現代的課題に関する取組状況 

現代的課題では、「地域・郷土理解」「まちづくり・住民参加」「育児・保育・子育て支援」

への取り組みが多く、都道府県では、「コンピュータ・情報処理｣「ボランティア・ＮＰＯ」

なども多くなっている。市区町村では「食育」への取り組みが都道府県を上回る。 
所管別にみると、首長部局の方が教育委員会よりも現代的課題への取り組みがやや多く、

特に「まちづくり・住民参加」「災害・防災教育」「食育」「社会福祉（医療・介護・年金等）」

「防犯対策」などについて首長部局の方が多くなっている。 
Ｑ１２　事業実施状況

都道府県  n=42

市区町村  n=915

0
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(%)

地
域
・
郷
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く
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児
・
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育
・
子
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て
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タ
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・
防
災
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教
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学
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・
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課
後）

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・
Ｎ
Ｐ
Ｏ

教
育
支
援（

学
校
・
放
課
後
以
外

）

社
会
福
祉（

医
療
・
介
護
・
年
金

等） 環
境
・
エ
ネ
ル
ギー

問
題

人
権
教
育

防
犯
対
策

男
女
共
同
参
画

国
際
理
解

消
費
者
教
育

科
学
技
術
理
解
増
進

職
業
能
力
向
上

自
治
体
行
財
政

そ
の
他

無
回
答

71.4

61.9
64.3

23.8

47.6

26.2

40.5

54.8

35.7

23.8
21.4

23.8
19.0

23.8
21.4

16.7
19.0 19.0

7.1
9.5

2.4

60.2

50.5

45.4

36.9

29.7 29.7 29.0
26.1 26.9 21.7 21.2

20.1
18.3

17.9 17.0
12.8

6.1 6.0
5.0 6.8 12.0

 

Ｑ１２　事業実施状況

教育委員会  n=486

首長部局／その他  n=438
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54.9

38.7
41.2

25.7

33.3

18.1

29.4

23.0
26.7

13.8
17.9

22.4

11.1

17.9 17.5

11.9

6.8 7.6
4.7

8.2

14.8

69.2
66.0

53.4
49.8

29.2

43.6

29.9 32.9
29.2

31.7

25.3

18.5

27.2

18.7 17.4

15.1

6.8 5.9 5.5 5.9
5.7
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 事業内容の重視度（合計得点層化）別にみると、重視度が高い層ほど地域づくりの取り組みが

多く、かつ重視度の高低によって取り組みの差が大きいことがわかる。 
 また、同じ重視度が高い層で現在の所管別にみると、首長部局の方が教育委員会よりも地域づ

くりの取り組みが多く、特に「災害・防災教育」「社会福祉（医療・介護・年金等）」「環境・エネ

ルギー問題」「まちづくり・住民参加」「食育」について多くなっている。 
 

Ｑ１２　事業実施状況
問１１　事業内容の重視度（合計得点層化）

重視度低  n=292 重視度中  n=291 重視度高  n=288
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44.5

33.6 33.2

26.7

15.1

20.9 19.2
16.4 16.1 16.4

13.4
11.3

14.0

8.9
6.2 6.5

2.4 2.7 2.1

7.2

19.2

72.9

60.1

51.5

45.7

33.0
34.7 33.3

21.0

33.7

23.0
18.9

22.7
19.9 18.6 16.8

11.3
4.1 7.6

5.2

8.2

1.4

73.3

63.9
61.1

42.4

48.6

36.5 39.2

51.0

37.2

28.1

35.4
30.9

23.3

31.6 33.0

22.9

14.6
11.1

8.3
6.3 4.5

 
Ｑ１２　事業実施状況

LAYER1: 問１１　事業内容の重視度（合計得点層化） 0003:重視度高

教育委員会  n=174
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● 地域づくりに関する取組状況 
地域づくりに関する取り組みは「多様な学習機会の提供」がもっと多い。 
都道府県では、次いで「地域のリーダー養成・活用の推進」「地域への学習効果の還元」が多

く、市区町村では「住民同士の関係（つながり）構築への取組」が多くなっている。 
所管別にみると、首長部局の方が教育委員会よりも、地域づくりの取り組みが盛んである。 
 

 
 

問１３　地域づくりに関わる取組の実施状況（Ｍ．Ａ）

教育委員会  n=486

首長部局／その他  n=438
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関
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つ
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が
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構
築
へ
の
取
組

住
民
主
体
の
ま
ち
づ
く
り
へ
の
取

組 地
域
へ
の
学
習
効
果
の
還
元

「

地
域
課
題」

の
学
習
に
資
す
る

取
組

地
域
の
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養
成
・
活
用
の

促
進

「

市
民
意
識」

の
向
上
に
資
す
る

取
組

そ
の
他

無
回
答

70.4

36.4

24.1
28.2

18.7
23.0

11.9

1.9

16.3

80.6

61.4

53.4

36.1 37.7

27.4

19.9

1.8 6.6

問１３　地域づくりに関わる取組の実施状況（Ｍ．Ａ）

都道府県  n=42

市区町村  n=915
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築
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く
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向
上
に
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そ
の
他

無
回
答

73.8

42.9

35.7

52.4

42.9

64.3

19.0

4.8 4.8

74.3

48.0

38.1

30.5
26.7

23.2

15.4

1.6

13.1
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事業内容の重視度（合計得点層化）別にみると、重視度が高い層ほど地域づくりの取り組みが

多く、かつ重視度の高低によって取り組みの差が大きいことがわかる。重視度の高低によって取

り組みの差が特に大きいのは、「地域への学習効果の還元」「地域のリーダー養成・活用の促進」

である。 
また、同じ重視度が高い層で現在の所管別にみると、首長部局の方が教育委員会よりも地域づ

くりの取り組みが多く、特に「「地域課題」の学習に資する取組」「地域への学習効果の還元」に

ついて両者の差が大きい。 
 

問１３　地域づくりに関わる取組の実施状況（Ｍ．Ａ）

重視度低  n=292 重視度中  n=291

重視度高  n=288
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が
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築
へ
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住
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体
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く
り
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組 地
域
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還
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「

地
域
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す
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成
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活
用
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促
進

「

市
民
意
識」

の
向
上
に
資
す
る

取
組

そ
の
他

無
回
答

58.9

36.0
30.5

11.6

19.9

10.6 9.2

2.7

20.9

88.3

55.7

44.0

29.2
23.7

19.9
13.1

1.0
2.7

85.1

56.9

43.1

59.4

43.4
46.9

25.7

1.4

4.5

 

 

問１３　地域づくりに関わる取組の実施状況（Ｍ．Ａ）

LAYER1: 問１１　事業内容の重視度（合計得点層化） 0003:重視度
高

教育委員会  n=174

首長部局／その他  n=109
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主
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く
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の
取
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「
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民
意
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の
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に
資
す
る

取
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そ
の
他

無
回
答

81.6

50.6 51.7

40.8

32.2
36.2

20.1

0.0

6.3

89.9

73.4

64.2

56.0
60.6

52.3

33.9

3.7 1.8
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（５） 所管部署変更による変化やメリット・デメリット 
生涯学習センターのうち、所管部署変更があったものは全体で約３割を占め、特に人口 10 万人

以上では５割前後で、教育委員会から首長部局への所管部署変更が行われている。 
首長部局への所管部署変更による地域づくりや生涯学習推進への影響・変化を聞いたところ、

「住民主体のまちづくりへの取組」「住民同士の関係（つながり）構築への取組」などについては

４割以上が『進展した（「進展した」「やや進展した」を合わせた割合）』と答えている。 

＊所管部署の変更有無

変更有り（教
育委員会→首
長部局）

変更有り（首
長部局→教育
委員会）

変更無し（教
育委員会）

変更無し（首
長部局）

無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌﾟﾙ数

957

42

188

353

107

151

116

30.7

4.8

50.5

49.0

10.3

6.0

3.4

2.2

4.8

1.1

1.4

1.9

5.3

1.7

48.3

76.2

22.9

28.0

72.9

78.8

78.4

14.4

9.5

19.1

17.8

12.1

6.6

10.3

4.4

4.8

6.4

3.7

2.8

3.3

6.0

 
 

 

問１８　生涯学習推進や地域づくりの役割・機能の発揮状況の変化【ベ
ース：所管変更施設】

進展した やや進展し
た

どちらとも
いえない

やや後退し
た

後退した 無回答

(%)

住民主体のまちづくりへの取
組

住民同士の関係（つながり）
構築への取組

「地域課題」の学習に資する
取組

多様な学習機会の提供

「市民意識」の向上に資する
取組

地域のリーダー養成・活用の
促進

地域の学習成果の還元

ｻﾝﾌﾟﾙ数/平均

336
0.65147

336
0.59283

336
0.49013

336
0.40000

336
0.32013

336
0.27393

336
0.25329

12.5

11.0

7.1

8.6

5.4

3.3

4.5

35.4

33.3

31.3

25.9

18.8

20.2

16.4

42.9

46.1

51.5

50.9

65.8

64.9

67.9

0.3

0.6

0.0

3.9

0.0

1.5

1.2

0.3

0.3

0.6

1.5

0.3

0.3

0.6

8.6

8.6

9.5

9.2

9.8

9.8

9.5
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所管部署変更によるメリットとしては、「柔軟な運営が可能となった」「住民の要望や地域課題

等踏まえた取組がしやすくなった」などが多い。 
一方、課題としては「学校教育関係者や社会教育団体と連携がしにくくなった」がやや多い。 

 なお、メリットと課題では、メリットをあげる割合の方が、課題をあげる割合を上回る。 
問１９　所管変更によるメリット（Ｍ．Ａ）【ベース：所管変更施設】

ＴＯＴＡＬ  n=336
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10
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40
(%)

柔
軟
な
運
営
が
可
能
と
な
っ
た

住
民
の
要
望
や
地
域
課
題
等
踏
ま

え
た
取
組
が
し
や
す
く
な
っ
た

住
民
の
要
望
や
地
域
課
題
等
の
把

握
が
し
や
す
く
な
っ
た

教
育
以
外
の
政
策
分
野
と
連
携
し

た
対
応
が
し
や
す
く
な
っ
た

住
民
主
体
の
取
組
が
進
め
易
く
な

っ
た

来
館
者
等
が
増
え
幅
広
い
年
代
層

が
活
用
す
る
よ
う
に
な
っ
た

業
務
の
ス
ピー

ド
が
向
上
し
た

予
算
や
人
員
が
確
保
し
や
す
く
な

っ
た

そ
の
他

特
に
所
管
変
更
に
よ
る
メ
リ
ッ
ト

は
な
い

無
回
答

36.6

33.9

30.1

26.2

23.8

16.4 15.8

3.3 2.4

26.5

8.6

 
 
 

問２０　所管変更による課題（Ｍ．Ａ）【ベース：所管変更施設】

ＴＯＴＡＬ  n=336
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が
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育
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わ
れ
に
く
く
な
っ
た

事
業
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性
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く
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た
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定
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野
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偏
り
が
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っ
た
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要
望
や
地
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題
等
の
把

握
が
し
に
く
く
な
っ
た

住
民
の
要
望
や
地
域
課
題
を
踏
ま

え
た
取
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が
し
に
く
く
な
っ
た

住
民
主
体
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組
が
進
め
に
く
く

な
っ
た
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他

特
に
所
管
変
更
に
よ
る
課
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は
な

い 無
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8.6 8.3

3.0 2.1 2.1 1.2

4.8

40.8

14.3
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（６） 地域づくりや生涯学習推進の役割・機能を果たしていく上での課題 
 
生涯学習センターが地域づくりや生涯学習推進の役割・機能を果たしていく上での課題を記述

方式で聞いた内容を整理したのが下記図である。 
課題としては、地域ニーズの把握や対応、地域人材の活用といった「地域関連」、専門職員の確

保などの「人材面」の課題が多くあげられており、特に人口 10 万人未満の市区町村でその割合が

多い。 
 

問１７　生涯学習推進や地域づくりの役割・機能を発揮していくための課題（コーディング）

都道府県  n=42 市区町村：３０万人以上
n=188

市区町村：１０万人以上３０
万人未満
n=353

市区町村：５万人以上１０万
人未満
n=107

市区町村：１万５千人以上５
万人未満
n=151

市区町村：１万５千人未満
n=116
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握
、
リー

ダー

養
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人
材
面（

人
数
、
専
門
職
、
資
質

向
上
等）

利
用
者
関
連（

利
用
者
増
減
、
ニ

ー

ズ
把
握
、
固
定
化
等）

施
設
面（

老
朽
化
、
施
設
機
能
強

化
、
有
効
活
用
等）

予
算
面（

予
算
減
少
、
効
率
化
等

）

そ
の
他

無
回
答

42.9

38.1

7.1

14.3

7.1

14.3
16.718.1

8.5 8.5

3.7 1.6
5.9

68.1

20.4

7.9 5.9
3.1

0.8
7.1

66.6

32.7

16.8
10.3

8.4 7.5
7.5

36.4

29.1

21.2

7.3
7.3

4.0

9.3

43.7

23.3
22.4

4.3

8.6

4.3

12.1

42.2
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３． 災害時の施設機能等 

（１） 建物の耐震性 
 生涯学習センターのある施設の６割強は「新耐震設計基準」に基づく建物である。 
 1981 年以前の建物は約３割であり、そのうち４割強は「耐震診断を実施していない」。 

問２１　施設の「新耐震設計基準」対応状況

「新耐震設計基準」に基
づく新しい建物

１９８１年５月３１日以
前の建築確認を得て建築
の建物

無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌﾟﾙ数

957

42

188

353

107

151

116

67.3

73.8

61.7

65.7

72.9

70.9

69.0

29.9

26.2

34.6

30.3

25.2

28.5

28.4

2.8

0.0

3.7

4.0

1.9

0.7

2.6

 
問２１－１　施設の耐震化の状況【ベース：新耐震設計基準未対応施設
】

耐震性が確認
された

耐震性は不十
分だったので
耐震改修を実
施

耐震性は不十
分だったが耐
震工事を行っ
ていない

耐震診断を実
施していない

無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

ｻﾝﾌﾟﾙ数

28619.6 18.5 12.2 41.6 8.0
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（２） 避難場所等の指定状況 
  生涯学習センターの６割近くは災害時の避難場所等に指定されている。 

問２２　災害発生時の避難場所等指定状況

広域避難場所
に指定されて
いる

一時避難場所
に指定されて
いる

収容避難場所
に指定されて
いる

いずれにも指
定されていな
い

無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌﾟﾙ数

957

42

188

353

107

151

116

12.9

4.8

4.3

10.5

20.6

15.9

25.9

26.4

7.1

29.8

28.0

22.4

31.1

20.7

19.1

2.4

18.1

25.2

18.7

12.6

17.2

38.1

85.7

44.1

31.4

34.6

39.1

33.6

3.4

0.0

3.7

4.8

3.7

1.3

2.6

 

（３） 災害マニュアル等の作成状況 
 災害マニュアルを作成済み及び準備中が７割強を占める。 

問２３　施設での災害対応マニュアル等の作成状況

作成済み 作成準備中 作成しておらず、
作成する予定も無
い

無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌﾟﾙ数

957

42

188

353

107

151

116

54.3

71.4

75.0

57.8

46.7

41.7

27.6

19.2

14.3

9.6

20.7

22.4

23.2

24.1

22.8

11.9

10.1

17.3

28.0

35.1

43.1

3.7

2.4

5.3

4.2

2.8

0.0

5.2
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（４） 東日本大震災後の取組状況 
 
 東日本大震災後の取り組みを記述回答で聞いたところ、もっとも多いのは「避難経路関係」「防

災訓練関係」であった。 

問２４－１　施設の東日本大震災を踏まえて具体的な
取り組み内容【ベース：取組あり・検討中】

ＴＯＴＡＬ  n=957

0

10

20
(%)

防
災
訓
練
関
係

避
難
経
路
関
係

災
害
マ
ニ
ュ
ア
ル
関
係

防
災
組
織
関
係

防
災
用
品
関
係

講
座
実
施
関
係

耐
震
診
断
関
係

そ
の
他（

節
電
、
募
金
、
ほ
か）

13.4
12.7

6.3

4.1 4.0
2.9

1.8

16.7

 
＜講座実施の例＞ 
・ 防災講座、パネル展（被災地からの報告）、３．11 後の市民の防災活動展（３月に予定）※いずれ

も市民団体との共催事業 
・ 当センター主催のアマ無線（防災）講座の最終回に、防災講演会というかたちで、受講生以外の一

般の方にも参加していただいた。 
・ 地震や津波についての講座を開講した。 
・ 講座として７月に「我が家の地震対策」と題して、区の防災課職員による東日本大震災の被災現場

の写真や話しを聞いた。また、この地区の海抜図なども展示した。 
・ チャリティーの講演会、防災ボランティアを養成する講座を企画・実施。 
・ 非常時の携帯電話。減災・救急法など各種講座開催 
・ 防災訓練や避難経路確認において、東日本大震災を踏まえた想定で実施。・施設の防災対策ダイジ

ェスト版を作成し、利用者の求めに応じて配付。・主催講座において東日本大震災の後の救援活動

等に関する体験報告会を実施。 
など 
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Ⅲ 社会教育施設調査結果 

１． 運営状況 

（１） 専門職員の配置・活用状況 
● 職員数 
社会教育施設における専門職員の配置の有無は下記の通りである。 
公民館には、「公民館主事」が５割以上の施設に配置され、「社会教育主事」も２割強みられ

るが、これら専門職員のいない施設（「いずれも配置無し」）も３割近くみられる。 
図書館には、「司書・司書補」が９割近くの施設に配置されている。 
博物館には、「学芸員・学芸員補」が６割以上の施設に配置されているが、こちらも専門職員

不在の施設が３割強みられる。 

Ｎ
社会教育主
事（教育委
員会発令）

社会教育主
事有資格者
（教育委員
会発令無）

※社会教育
主事資格保
有者（発令
有無いずれ
か）

公民館主事
司書・司書
補

学芸員・学
芸員補

いずれも配
置無し

公民館 3,992 14.2% 15.4% 25.8% 56.7% 3.4% 3.4% 28.8%
図書館 1,253 6.4% 7.5% 12.1% 2.1% 87.8% 2.2% 9.7%
博物館 1,126 6.3% 7.8% 12.8% 1.2% 1.2% 63.6% 33.2%  

 
● 勤続年数 
社会教育施設に配置されている専門職員の勤続年数をみると、社会教育主事、公民館主事は

「５年未満」の職員が半数以上を占める。 
司書・司書補は、「10 年以上」が４割強、「５年未満」が３割強を占める。 
学芸員・学芸員補は、「10 年以上」が５割以上を占める。 

 

ＴＯＴＡＬ ５年未満
５年以上
１０年未

１０年以
上

社会教育主事（教育委員会発令） 1000 66.4 15.4 18.2
社会教育主事有資格者（教育委員会発令無） 1074 56.2 16.7 27.1
公民館主事 3998 74.7 16.2 9.1
司書・司書補 4122 33.9 22.3 43.8
学芸員・学芸員補 1959 28.8 18.3 52.9  
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● 研修状況等 
社会教育施設の専門職員の資質向上策としては、「国や都道府県の研修・セミナー」を利用す

る施設が多い。このほか、公民館では「一定の社会経験」を重視するところが図書館・博物館

よりも多い。また、図書館・博物館では「施設の全国団体などが実施する研修・セミナー」が

多くなっている。 

Ｑ６　専門職員の資質向上のため、最も必要と思われる事

公民館  n=3,992 図書館  n=1,253

博物館  n=1,126

0 10 20 30 40 50
(%)

国や都道府県の研修・セミナ
ー

一定期間の社会経験

施設の全国団体などが実施す
る研修・セミナー

上位の学位・学歴の修得

その他

不明

35.5

28.1

20.7

1.7

13.9

0.2

45.2

13.5

29.1

1.4

9.8

1.1

29.6

15.2

30.6

2.9

21.6

0.2

 

● 資質向上の取組等＜教育委員会回答＞ 
教育委員会に専門職員への研修予定を聞いたところ、いずれの専門職についても研修を「実

施（予定）している」は 25％以下に留まる。 

問１５　社会教育に関する専門的な職員に対する研修の本年度実施予定

実施（予定）して
いる

予定していない 来年度以降の実施
を検討中

無回答

(%)

社会教育主事

公民館主事

司書・司書補

学芸員・学芸員補

ｻﾝﾌﾟﾙ数

1,124

1,110

1,002

1,224

15.1

21.6

24.7

10.0

77.1

65.0

65.7

70.8

4.4

1.4

1.9

1.9

3.4

12.0

7.8

17.2
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（２） 予算状況 
● 予算総額 
平成 23 年度の予算総額の中央値（単位：千円）は、公民館 500 万円、図書館 4086 万円、博

物館 1776 万円である。 
なお、図書館、博物館については、都道府県・市区町村及び人口規模別の差が大きい。 

Ｑ３　貴施設の平成２３年度の予算総額と事業費の予算額  予算総額

３
０
０
万
円
未
満

３
０
０～

５
０
０
万
円

未
満

５
０
０～

１
０
０
０
万

円
未
満

１
０
０
０～

１
５
０
０

万
円
未
満

１
５
０
０～

３
０
０
０

万
円
未
満

３
０
０
０～

５
０
０
０

万
円
未
満

５
０
０
０～

１
億
円
未

満 １
億
円
以
上

不
明

(%)

公民館

図書館

博物館

ｻﾝﾌﾟﾙ数/中央値

3,870
5000.0

1,183
40864.0

1,113
17766.0

38.4

8.9

15.9

10.4

2.7

7.4

16.2

7.7

13.3

10.1

6.3

9.7

11.8

15.0

15.5

4.6

14.0

8.9

3.6

15.9

11.2

2.7

28.0

17.8

2.2

1.6

0.4

 

Ｑ３　貴施設の平成２３年度の予算総額と事業費の予算額  予算総額

LAYER1: Ｑ１　施設種類 0001:公民館

３
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未
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０
０～

５
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０
万
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満

５
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０～

１
０
０
０
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１
０
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１
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０
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１
５
０
０～

３
０
０
０

万
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未
満

３
０
０
０～

５
０
０
０
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満

５
０
０
０～

１
億
円
未

満 １
億
円
以
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不
明

(%)

ＴＯＴＡＬ

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌﾟﾙ数/中央値

3,870
5000.0

715
4315.0

1,061
5984.0

903
4566.5

855
5339.0

336
8042.0

38.4

43.1

34.3

42.3

36.7

35.1

10.4

12.3

10.8

9.3

11.0

6.5

16.2

14.0

17.8

17.2

15.9

14.0

10.1

9.1

12.5

8.9

9.0

10.7

11.8

9.2

13.9

9.4

12.2

16.4

4.6

1.3

3.2

4.5

8.0

7.7

3.6

1.8

2.4

4.9

3.6

7.4

2.7

2.5

3.3

2.3

3.2

1.2

2.2

6.7

1.7

1.2

0.5

0.9
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Ｑ３　貴施設の平成２３年度の予算総額と事業費の予算額  予算総額

LAYER1: Ｑ１　施設種類 0002:図書館

３
０
０
万
円
未
満
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０
０～

５
０
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万
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５
０
０～
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０
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満
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市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌﾟﾙ数/中央値

1,183
40864.0

43
173644.0

198
40721.5

273
100309.5

231
63432.0

312
33870.0

126
12303.0

8.9

0.0

20.7

9.9

4.8

3.8

11.1

2.7

0.0

0.5

0.7

3.9

3.5

7.1

7.7

0.0

5.1

4.0

6.1

8.3

23.8

6.3

0.0

3.5

3.7

2.6

8.7

19.0

15.0

0.0

13.6

11.7

11.3

21.2

20.6

14.0

2.3

6.6

5.9

15.2

26.6

14.3

15.9

20.9

10.1

12.8

24.2

21.2

1.6

28.0

76.7

34.8

48.7

31.2

6.7

2.4

1.6

0.0

5.1

2.6

0.9

0.0

0.0

 
Ｑ３　貴施設の平成２３年度の予算総額と事業費の予算額  予算総額

LAYER1: Ｑ１　施設種類 0003:博物館
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(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌﾟﾙ数/中央値

1,113
17766.0

94
135576.5

186
62069.0

278
19190.0

213
15580.0

230
8977.5

112
4286.0

15.9

3.2

5.4

12.6

17.8

20.0

40.2

7.4

1.1

3.8

8.3

5.6

10.0

14.3

13.3

0.0

5.4

13.7

14.1

23.5

14.3

9.7

0.0

9.1

9.0

11.3

13.0

10.7

15.5

6.4

12.4

15.8

21.1

17.8

11.6

8.9

6.4

8.1

9.7

13.1

7.8

4.5

11.2

16.0

14.0

15.8

12.2

4.8

2.7

17.8

67.0

41.4

14.7

4.7

2.2

1.8

0.4

0.0

0.5

0.4

0.0

0.9

0.0
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● 事業費 
平成 23 年度の事業費の中央値（単位：千円）は、公民館 74 万円、図書館 1873 万円、博物

館 4100 万円である。 
なお、図書館、博物館については、都道府県・市区町村及び人口規模別の差が大きい。 

Ｑ３　貴施設の平成２３年度の予算総額と事業費の予算額  事業費
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ｻﾝﾌﾟﾙ数/中央値

3,810
747.5

1,167
18739.0

1,088
4100.0

79.4

14.4

43.7

5.9

5.7

8.1

5.5

14.5

11.9

2.3

8.9

6.3

2.6

17.2

10.2

0.8

12.3

6.6

0.6

12.0

7.4

1.8

13.5

5.7

1.1

1.5

0.1

 
Ｑ３　貴施設の平成２３年度の予算総額と事業費の予算額  事業費

LAYER1: Ｑ１　施設種類 0001:公民館
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市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌﾟﾙ数/中央値

3,810
747.5

709
850.5

1,035
652.0
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710.0

851
828.0
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1023.0
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Ｑ３　貴施設の平成２３年度の予算総額と事業費の予算額  事業費

LAYER1: Ｑ１　施設種類 0002:図書館
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ｻﾝﾌﾟﾙ数/中央値
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Ｑ３　貴施設の平成２３年度の予算総額と事業費の予算額  事業費

LAYER1: Ｑ１　施設種類 0003:博物館
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５
０
０
０

万
円
未
満

５
０
０
０～

１
億
円
未

満 １
億
円
以
上

不
明

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌﾟﾙ数/中央値

1,088
4100.0

92
44708.5

179
20833.0

273
5669.0

212
2883.0

224
1940.0

108
813.0

43.7

4.3

19.0

41.8

52.4

58.9

74.1

8.1

5.4

5.0

6.6

7.5

12.9

10.2

11.9

8.7

11.7

13.2

15.6

9.8

8.3

6.3

6.5

8.4

7.7

5.7

4.9

3.7

10.2

17.4

15.1

11.0

8.5

7.6

2.8

6.6

9.8

8.9

9.2

6.6

3.6

0.0

7.4

25.0

16.8

6.6

2.4

1.8

0.9

5.7

22.8

15.1

4.0

1.4

0.0

0.0

0.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.4

0.0
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 図書館における資料購入費は下記の通りである。 

Ｑ３　貴施設の平成２３年度の予算総額と事業費の予算額  資料購入費

LAYER1: Ｑ１　施設種類 0002:図書館

３
０
０
万
円
未
満

３
０
０～

５
０
０
万
円

未
満

５
０
０～

１
０
０
０
万

円
未
満

１
０
０
０～

１
５
０
０

万
円
未
満

１
５
０
０～

３
０
０
０

万
円
未
満

３
０
０
０～

５
０
０
０

万
円
未
満

５
０
０
０～

１
億
円
未

満 １
億
円
以
上

不
明

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌﾟﾙ数/中央値

1,161
8000.0

43
39971.0

191
9802.0

266
16560.0

228
10510.5

308
5248.0

125
2307.0

24.7

0.0

25.1

17.7

17.1

26.3

57.6

11.9

0.0

5.8

7.9

7.9

20.1

20.8

19.8

4.7

17.3

10.5

22.4

30.8

16.8

11.6

0.0

7.9

9.4

19.3

15.6

2.4

16.0

20.9

11.5

26.3

28.1

6.8

0.0

6.7

37.2

6.3

13.5

5.3

0.3

0.8

5.8

27.9

13.1

10.9

0.0

0.0

0.8

2.0

9.3

7.9

1.1

0.0

0.0

0.8

1.5

0.0

5.2

2.6

0.0

0.0

0.0
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● 予算総額及び事業費の増減傾向 
予算総額及び事業費とも、「ほぼ同水準」が５割前後を占め、次いで「減少傾向」が４割前後

を占めている。 

Ｑ４　貴施設の予算総額及び事業費の直近３か年の増減傾向  予算総額

増加傾向 減少傾向 ほぼ同水準 不明

(%)

公民館

図書館

博物館

ｻﾝﾌﾟﾙ数

3,992

1,253

1,126

5.9

10.6

9.0

39.3

39.8

43.7

54.7

48.2

47.3

0.2

1.4

0.0

 

Ｑ４　貴施設の予算総額及び事業費の直近３か年の増減傾向  事業費

増加傾向 減少傾向 ほぼ同水準 不明

(%)

公民館

図書館

博物館

ｻﾝﾌﾟﾙ数

3,992

1,253

1,126

4.0

9.1

8.3

34.0

37.2

40.2

61.7

52.4

51.5

0.3

1.4

0.0
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（３） 運営指針・評価等の状況 
● 中長期計画の有無 

施設自体の中長期計画を有する施設は、公民館で１割未満、図書館で３割未満、博物館で２

割未満である。 

Ｑ８　施設運営や事業展開に関する中長期方針・計画等の策定状況

施設自体の中長期
の方針・計画等を
策定

生涯学習推進計画
など関連計画で定
められている

中長期の方針はな
く関連計画でも特
に定められていな
い

無回答

(%)

公民館

図書館

博物館

ｻﾝﾌﾟﾙ数

3,992

1,253

1,126

7.3

26.1

16.5

61.3

53.4

39.3

31.3

20.4

44.0

0.1

0.1

0.3

 

● 自己点検評価の実施状況 
自己点検評価については６割から７割の施設で実施されている。 

Ｑ３７　昨年度の運営状況についての点検及び評価の実施状況

行った 行っていない 不明

(%)

公民館

図書館

博物館

ｻﾝﾌﾟﾙ数

3,992

1,253

1,126

60.0

69.0

67.1

39.9

30.8

32.6

0.1

0.2

0.3

 

● 運営状況に関する情報提供 
  運営情報提供については図書館で６割以上と多いが、公民館、博物館は６割未満である。 

Ｑ４１　地域住民その他関係者に対しての施設の「運営の状況に関する
情報の提供」実施状況

行った 行っていない 不明

(%)

公民館

図書館

博物館

ｻﾝﾌﾟﾙ数

3,992

1,253

1,126

56.2

66.9

49.3

43.7

33.0

50.4

0.1

0.2

0.3
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（４） 各種運営手法の変更状況とそのメリット・デメリット 
● 事務委任・補助執行の状況とメリット・デメリット 
＜社会教育施設回答＞ 
公民館では２割強、図書館では１割未満、博物館では２割程度の施設で、首長部局が管理運

営に関与している。 
Ｑ１９　事務委任や補助執行による首長部局が管理・運営している事務
・事業の有無

一部、首長部局が
管理・運営してい
る

全部、首長部局が
管理・運営してい
る

全部、教育委員会
が管理・運営して
いる

不明

(%)

公民館

図書館

博物館

ｻﾝﾌﾟﾙ数

3,992

1,253

1,126

16.5

3.8

6.6

6.7

5.9

15.0

76.6

90.0

77.5

0.2

0.2

0.9

 
 
＜教育委員会回答＞ 

  教育委員会に今後の事務委任・補助執行の予定を聞いたところ、公民館において「予定あり」

「検討中」の自治体が約５％程度みられ、図書館、博物館では１％から３％未満とどまる。 

予定あり 検討中 予定無し

公民館 1,124 7.1% 2.0% 2.6% 91.3%
図書館 1,110 3.2% 0.5% 0.6% 95.0%
博物館 1,002 8.3% 1.3% 0.9% 91.3%

N
事務委任・
補助執行実
施自治体

今後の予定
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事務委任・補助執行のメリットとしては、公民館と図書館で「教育以外の政策分野と連携した

対応がしやすくなった」がもっとも多い。公民館では、このほか「住民の要望や地域課題等の把

握がしやすくなった」「住民の要望や地域課題等踏まえた取組がしやすくなった」なども多い。 
なお、教育委員会の回答でも、「教育以外の政策分野と連携した対応がしやすくなった」が多い。 

Ｑ２０　事務委任・補助執行によるメリット（Ｍ．Ａ）【ベース：事務委任・補助執行あり】

公民館  n=1,060 図書館  n=158 博物館  n=261

0

10

20

30

40
(%)

教
育
以
外
の
政
策
分
野
と
連
携
し

た
対
応
が
し
や
す
く
な
っ
た

住
民
の
要
望
や
地
域
課
題
等
の
把

握
が
し
や
す
く
な
っ
た

住
民
の
要
望
や
地
域
課
題
等
踏
ま

え
た
取
組
が
し
や
す
く
な
っ
た

柔
軟
な
運
営
が
可
能
と
な
っ
た

住
民
主
体
の
取
組
が
進
め
や
す
く

な
っ
た

来
館
者
等
が
増
え
幅
広
い
年
代
層

が
活
用
す
る
よ
う
に
な
っ
た

業
務
の
ス
ピー

ド
が
向
上
し
た

予
算
や
人
員
が
確
保
し
や
す
く
な

っ
た

そ
の
他

特
に
メ
リ
ッ
ト
は
な
い

不
明

29.0 28.6

25.7

18.0

15.0
13.6

7.6 7.6
6.9

21.7

12.7

30.4

7.6
8.9

10.1

1.9

8.9 8.2

7.0

12.0

23.4

21.5

18.4

8.8
10.0

19.9

4.6 5.4

9.6

5.4

15.7

33.3

7.3

 
 
＜教育委員会回答＞ 
 

問７　事務委任・補助執行によるメリット（Ｍ．Ａ）【ベース：事務委任・
補助執行あり】

ＴＯＴＡＬ  n=141

0

10

20

30

40

50
(%)

教
育
以
外
の
政
策
分
野
と
連
携
し

た
対
応
が
し
や
す
く
な
っ
た

住
民
の
要
望
や
地
域
課
題
等
踏
ま

え
た
取
組
が
し
や
す
く
な
っ
た

柔
軟
な
運
営
が
可
能
と
な
っ
た

住
民
の
要
望
や
地
域
課
題
等
の
把

握
が
し
や
す
く
な
っ
た

住
民
主
体
の
取
組
が
進
め
や
す
く

な
っ
た

業
務
の
ス
ピー

ド
が
向
上
し
た

来
館
者
等
が
増
え
幅
広
い
年
代
層

が
活
用
す
る
よ
う
に
な
っ
た

予
算
や
人
員
が
確
保
し
や
す
く
な

っ
た

そ
の
他

特
に
メ
リ
ッ
ト
は
な
い

無
回
答

48.9

24.8 24.1 23.4

11.3
9.2 8.5

6.4

2.8

20.6

2.1
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事務委任・補助執行の課題としては、公民館で「専門性を有する職員の配置が難しくなった」

がもっとも多い。図書館では、「学校教育関係者や社会教育団体と連携がしにくくなった」が多い。 
教育委員会の回答では、「学校教育関係者や社会教育団体と連携がしにくくなった」が多い。 

Ｑ２２　事務委任・補助執行による課題（Ｍ．Ａ）【ベース：事務委任・補助執行あり】

公民館  n=1,060 図書館  n=158 博物館  n=261

0

10

20

30

40

50
(%)

専
門
性
を
有
す
る
職
員
の
配
置
が

難
し
く
な
っ
た

地
味
だ
が
教
育
的
意
義
の
あ
る
事

業
等
が
行
わ
れ
に
く
く
な
っ
た

特
定
の
分
野
へ
の
取
組
に
偏
り
が

ち
と
な
っ
た

学
校
教
育
関
係
者
や
社
会
教
育
団

体
と
連
携
が
し
に
く
く
な
っ
た

事
業
の
継
続
性
・
安
定
性
が
保
ち

に
く
く
な
っ
た

住
民
主
体
の
取
組
が
進
め
に
く
く

な
っ
た

住
民
の
要
望
や
地
域
課
題
等
の
把

握
が
し
に
く
く
な
っ
た

住
民
の
要
望
や
地
域
課
題
を
踏
ま

え
た
取
組
が
し
に
く
く
な
っ
た

そ
の
他

特
に
課
題
は
無
い

不
明

14.9

10.2

7.1

3.9
5.7

2.6 2.5 2.4

11.2

45.5

12.8

7.6

1.3 1.9

12.0

3.2
1.3 1.3 1.3

12.7

44.9

22.2

10.7

5.4 4.2

10.7
7.3

1.9

0.0 0.0

20.7

45.6

7.3

 

 
＜教育委員会回答＞ 問８　事務委任・補助執行による課題（Ｍ．Ａ）【ベース：事務委任・補助

執行あり】

ＴＯＴＡＬ  n=141

0

10

20

30

40

50
(%)

学
校
教
育
関
連
者
や
社
会
教
育
団

体
と
連
携
が
し
に
く
く
な
っ
た

専
門
性
を
有
す
る
職
員
の
配
置
が

難
し
く
な
っ
た

地
味
だ
が
教
育
的
意
義
の
あ
る
事

業
等
が
行
わ
れ
に
く
く
な
っ
た

特
定
分
野
へ
の
取
組
に
偏
り
が
ち

に
な
っ
た

事
業
の
継
続
性
・
安
定
性
が
保
ち

に
く
く
な
っ
た

住
民
主
体
の
取
組
が
進
め
に
く
く

な
っ
た

住
民
の
要
望
や
地
域
課
題
等
の
把

握
が
し
に
く
く
な
っ
た

住
民
の
要
望
や
地
域
課
題
等
踏
ま

え
た
取
組
が
し
に
く
く
な
っ
た

そ
の
他

特
に
課
題
は
な
い

無
回
答

24.1

15.6 14.9

5.7

2.1 1.4 0.7 0.7

9.9

48.9

3.5
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● 指定管理制度の導入状況とメリット・デメリット＜教育委員会回答＞ 
教育委員会に社会教育施設への指定管理制度の導入状況を聞いたところ、公民館、図書館に

ついては１割程度、博物館については２割近くの自治体で指定管理制度が導入されている。 
メリットとしては、「経費削減効果がある」がもっとも多く、次いで「民間の創意工夫が発揮

される」も多いが、利用者ニーズの反映や専門性の高いサービスの提供はいずれも５割未満で

ある。 
課題としては、「行政と指定管理者との役割分担が曖昧になりがち」がもっとも多い。 
 

  ■指定管理制度導入自治体 

建物管理で
導入

事業管理で
導入

建物・事業
で導入

公民館 1,124 10.1% 21.1% 8.8% 70.2%
図書館 1,110 11.3% 8.8% 20.8% 70.4%
博物館 1,002 17.8% 13.5% 7.9% 78.7%

指定管理制
度導入自治
体

N

 
 

問１０－１　指定管理者制度のメリット（Ｍ．
Ａ）【ベース：指定管理者制度導入あり】

ＴＯＴＡＬ  n=199

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

(%)

経
費
削
減
効
果
が
あ
る

民
間
の
創
意
工
夫
が
発
揮
さ
れ
る

利
用
者
の
ニー

ズ
を
反
映
し
や
す

い 専
門
性
の
高
い
サー

ビ
ス
が
提
供

さ
れ
る

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

80.4

64.8

40.2
34.7

1.5 2.0 1.5

問１０－１　指定管理者制度のデメリット（Ｍ
．Ａ）【ベース：指定管理者制度導入あり】

ＴＯＴＡＬ  n=199

0
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20

30

40
(%)

行
政
と
指
定
管
理
者
と
の
役
割
分

担
が
曖
昧
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な
り
が
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事
業
継
続
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定
性
が
不
安

専
門
職
員
の
確
保
・
育
成
に
支
障

コ
ス
ト
優
先
の
運
営
に
な
り
が
ち

そ
の
他

特
に
無
い

無
回
答

38.2

33.2

27.1

22.1

4.0

28.6

3.0
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● 公民館の施設転用や廃止状況＜教育委員会回答＞ 
教育委員会に公民館の施設転用について聞いたところ、７％の自治体で生涯学習センターや

コミュニティセンターへの転用が行われている。 
メリットとしては、「地域振興等に直結した活動がしやすい」がもっとも多い。 
課題としては、「専門性を持った職員を育成しにくい」がもっとも多い。 

 

問１１　公民館の生涯学習センターやコミュニティセンター等への転用
例

あり なし 無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

ｻﾝﾌﾟﾙ数

1,2247.1 88.6 4.3

 
 

問１１－２　公民館を他の施設に転用したことへのメ
リット（Ｍ．Ａ）【ベース：転用例あり】

ＴＯＴＡＬ  n=87
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野
と
連
携
し
た
活
動

が
し
や
す
い

予
算
や
人
員
の
確
保
が
し
や
す
い

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

59.8

48.3

42.5

31.0

4.6
1.1

10.3

1.1

問１１－２　公民館を他の施設に転用したことへのデ
メリット（Ｍ．Ａ）【ベース：転用例あり】

ＴＯＴＡＬ  n=87
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動
が
し
に
く
い

そ
の
他

無
回
答

 

29.9

16.1

8.0 8.0

2.3

12.6

43.7

3.4
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教育委員会に公民館の廃止状況を聞いたところ、１割程度の自治体で廃止が行われている。 
廃止理由としては、「生涯学習センターやコミュニティセンターへの転用」がもっとも多く、

次いで「施設の老朽化」が多くなっている。 

問１２　過去５年間での公民館廃止の有無

あり なし 無回答

(n)

ＴＯＴＡＬ

ｻﾝﾌﾟﾙ数

1,22410.5 84.8 4.7

問１２－１　公民館廃止の理由（Ｍ．Ａ）【ベ
ース：公民館廃止あり】

ＴＯＴＡＬ  n=129
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そ
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無
回
答

38.0

31.8

14.0 13.2

9.3

19.4

0.8

 

＜「その他」の記載例＞ 
・ 機構改革による統合、統合・中央公民館とした 
・ 地区の自治会に移管、地域住民の自主管理運営 
・ 地域交流センターに転用、地域学習館へ転用、機能を公民館類似施設へ移行 
・ 指定管理導入により中央公民館廃止 
・ コミュニティセンター建設のため など
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● 施設複合化の状況＜教育委員会回答＞ 
教育委員会に施設複合化の状況を聞いたところ、公民館、図書館については４割前後の自治

体で複合化が行われている。 
複合化している施設としては、公民館、図書館とも「他の社会教育施設」がもっとも多いほ

か、「民生・保健福祉施設」も 15％から 25％程度みられる。 
 

問１３　社会教育施設が他施設と一体的、複合的に整理されている例の
有無

あり なし 無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

公民館

図書館

博物館

ｻﾝﾌﾟﾙ数

3,236

1,124

1,110

1,002

32.4

42.6

38.6

14.0

64.3

55.8

58.4

80.4

3.3

1.6

3.1

5.6

 
問１３－１　複合化した施設（Ｍ．Ａ）【ベース：複合化例あ
り】

公民館  n=479 図書館  n=428

博物館  n=140
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54.7
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60.7
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3.6
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0.7
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２． 事業状況 

（１） 公民館 
● 重視事項 
公民館では、「団体・サークルへの学習活動の場の提供」がもっとも重視されている。 
このほか、「広報・情報提供」「多様な学習機会の提供」「子どもの体験活動支援」「住民同士

の関係（つながり）構築への取組」などを重視する割合が多くなっている。 
一方、「学習相談」「若者（学生を含む）を対象とした活動」「地域のコーディネーターやリー

ダーの養成・活動の推進」については、重視している割合がほぼ５割以下である。 
 

＜公民館＞Ｑ１０　各活動の重視度

非常に重視 ある程度重視 あまり重視せ
ず

取り組んでい
ない

不明

(%)

団体・サークルへの学習活動
の場の提供

広報・情報提供

多様な学習機会の提供

子どもの体験活動支援

住民同士の関係（つながり）
構築への取組

高齢者支援

まちづくり・地域活性化支援

家庭教育・幼児教育支援

学習成果を生かした地域活動
や自主勉強会等への支援

地域課題の把握・解決のため
の取組

他機関との連携による活動

地域のコーディネーターやリ
ーダーの養成・活動の推進

若者（学生を含む）を対象と
した活動

学習相談

ｻﾝﾌﾟﾙ数

4,059

4,059

4,059

4,059

4,059

4,059

4,059

4,059

4,059

4,059

4,059

4,059

4,059

4,059

53.1

38.7

37.7

36.8

35.7

33.4

32.8

24.9

22.5

19.9

16.9

11.1

10.4

8.1

37.3

49.7

48.2

45.7

46.9

48.8

44.2

45.7

49.2

44.0

40.1

39.3

39.8

35.9

4.6

5.5

7.1

7.4

8.5

8.7

11.0

14.8

15.9

18.6

26.1

25.8

27.9

19.8

3.4

4.7

5.5

8.6

7.4

7.8

10.6

13.2

10.9

15.9

15.5

22.4

20.5

34.7

1.5

1.4

1.5

1.4

1.4

1.4

1.4

1.4

1.4

1.5

1.4

1.4

1.5

1.5
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 教育委員会に公民館への期待を聞いたところ、「趣味教養などの学習機会の提供」や「住民同士

の関係構築への取組」「学習効果を活かした住民による地域活動等の支援」に対する期待が多くな

っている。 

問１４　公民館への役割・機能の期待

大いに期待  

ある程度期待  

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
(%)

趣味教養などの学習機会の提
供

住民同士の関係構築への取組

学習効果を活かした住民によ
る地域活動等の支援

子どもや青少年の教育、体験
活動支援

地域課題の解決のための学習
機会の提供

地域活動のリーダーの育成・
活用の促進

まちづくり・地域おこしの中
心的機関としての役割

学校教育への支援

52.5

47.3

41.8

37.3

36.9

32.4

31.4

17.7

36.3

38.6

41.0

45.9

41.6

42.3

40.3

43.1
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● 連携事項 

気仙沼市立小

泉公民館 

幼稚園であれば、家庭教育学級。小学校であれば、チビッコ大学（小５・６年生対

象）。中学校とは、地区民・中学校運動会、公民館まつり・中学校文化祭など連携し

た行事を展開していた。ただし、震災により地区の７割（家屋）が被災したことにより地

区が壊滅状態にあるので、中学校と連携していた地区民運動会、公民館まつりにつ

いては、地区住民と協議し来年度実施の有無を決定する。 

田辺市本宮公

民館 

本宮地域におけるコミュニティの形成と小・中学校の支援、及び児童・生徒の健全育

成を図るため、本宮地域共育コミュニティ本部を設置し、公民館と学校が連携して

「ふるさとづくり活動」「学校支援活動」等を実施。 

川越市伊勢原

公民館 

複合施設（小学校・図書館・公民館）のため、月１回の連絡調整会議を実施してい

る。市内他公民館と比べて当館では児童対象事業が多く、全体の４割強を占めてい

る。これらの事業を実施する際、地域子どもサポート委員会学習支援ボランティアバ

ンクを活用することもある。 

飯田市公民館 

飯田市の公民館は、連絡調整館としての飯田市公民館と20の地区公民館（市正規

職員の公民館主事各１名配置）で、それぞれに地域の課題解決を地域住民が主体

的に取り組む事業を展開している。事業の企画運営は主に地域住民が中心的に進

めるが、公民館主事は事業の展開にあたり必要に応じて行政部局、他館や小中学

校など多様な主体との繋ぎ役を担っている。具体的には、 ・いいだ人形劇フェスタ

開催における文化会館との連携  ・飯田市教育委員会が重点的に取り組む「小中連

携・一貫教育」において、学校と地域のハブ的役割と学社連携の事業展開  ・生涯

学習・スポーツ課が推進する「キャリア教育」事業との連携 など。 

富士見市水谷

東公民館 

当地域では町会をはじめ地元小中学校、地区社会福祉協議会、老人会、PTA等の

地域団体の代表が定期的に「地域連絡会」を開催し、各団体間の連絡調整や交流

を図り、地域をあげたまちづくり活動を展開している。この取組みに近年、小中学校

長が積極的に参加するとともに、公民館はそのコーディネート役としての役割を果た

している。 

津和野町立木

部公民館 

地区民運動会（４月に地域住民.保育園.小中学校.郵便局と合同で選手役員も全員

で行う。260名ぐらい参加） 

すごうた祭り（８月14日に行う夏祭りで、夜６時から小学校の校庭に舞台をつくり神楽

をはじめ地域の皆さんの盆踊りや歌などを披露する。まわりには、地域の皆さんが屋

台を出して、中学生の受け持つヨーヨーや輪投げのコーナーもあり、地域の皆さんは

もちろんの事、里帰りした人たちとの交流の場になっている。） 

河原田地区市

民センター 

地区住民が地元にある県立高校との交流も多岐にわたり深めており、当センター事

業でも、高校とタイアップしている。今年度は、同高校と連合自治会、民生委員会、

消防分団、老人会等と消防本部の協力を得て、当地区市民センターとも合同での津

波を想定した大規模な避難訓練を行い、訓練では地元女性の炊き出しボランティア

と高校生による炊き出し（1500名分）や、高校生による住民や小学生の避難誘導など

を行った。この取り組みは、三重県の防災大賞・奨励賞を受賞した。 

野田市関宿中

部公民館 

地域との連携を図る意味で、地域小・中学校及び幼稚園への講師派遣事業として、

小学校には、クラブ活動のための講師派遣、中学校には、職場体験サポートとして、

マナー教室実施のための講師派遣、幼稚園については、体づくりのためのロックソー

ラン講師を派遣している。また、これ以外でも要望があれば講師派遣をおこなう。 

学校・地

域との連

携 

 

 

白山市立林中

公民館 

今年度、いしかわ版環境ISO連携モデル地区の認定を受け、林中保育園、松南小学

校と連携を取りながら、グリーンカーテン作りを推進し、環境についての講演会やグリ

ーンカーテンの作り方の講習会を開催した。 
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田辺市東部公

民館 

学校施設と併設する公民館としての利点を最大限に生かした高齢者対象の「初級パ

ソコン教室」を実施している。本教室は、公民館が学校施設へ併設され、学校施設内

のコンピュータ室を利用する事で実施が可能となり、学校の教育力を生かし、学校の

教職員がメイン講師、コンピュータ部員が教室生のアシスタントを務めることで、生徒

にとっても地域貢献意識の向上や地域住民とのつながりが生まれ、単に地域住民が

パソコン技術を習得するだけでなく、学校・地域の双方に一定の成果を生み出すこと

ができている。 

浜松市立新津

公民館 

南区子ども講座を年２回５館で実施している。天竜川上下流地域交流事業を南区５

館で継続実施している。「ものづくり理科地域支援ネットワーク」浜松RAIN房から講師

の紹介と講師料を支援してもらった。静岡県西部農林事務所より天竜川流域の間伐

学習について地域緑化事業としての支援を受けた。 

九度山町中央

公民館 

和歌山県立図書館、紀北教育支援事務所との連携による繋パーソンねっとわーくプ

ロジェクト会議、繋パーソン実践交流会の取組み                        

住民クラブとの連携による「人形めぐり」の一環で「子ども劇場」の実施 

大船渡市民交

流館・カメリア

ホール 

中央公民館、博物館、図書館と大学機関が連携し、20歳以上の市民を対象とする成

人大学講座を実施している。  社会情勢、歴史、自然科学、文学などの分野から講

師を招き、専門的な学習を全９回実施している。（平成23年度は東日本大震災により

事業を休止） 

長野市立古牧

公民館 

他館の講座（事業）等を把握して、職員が他館の講座を受講する機会を増やし、当

館の講座に生かしたり、職員が講師となり  講座を開催している。また、当館の職員

が、他館の講座の講師として依頼されている。 

和光市 坂下

公民館 

他の公民館と合同で事業を行うことにより、最小の費用負担で講師依頼が可能とな

り、企画・運営・PR等の強化により参加者増員を図ることができる。①自然観察教室

を２つの公民館で合同開催した。②腹話術とマジックによる人権講座を３館合同で行

った。いずれの事業も前記の効果があった。 

社会教育

施設との

連携 

 

 

(財)広島市未

来都市創造財

団仁保公民館 

広島市南区内の公民館（７館）が、ネットワークを結び、特定のテーマに一体となって

取り組んでいる。平成21～23年度は、団塊世代の男性を対象とした事業に取り組ん

できた。平成24年度からは、環境をキーワードに取り組む計画である。 

盛岡市都南公

民館 

例年、盛岡市が推進する『学びの循環推進事業「学びの輪」専門コース』の一環とし

て、岩手大学教授に当館の主催講座の講師をお願いしている。また、盛岡市が設置

する「つどいの森」と共催し、子ども向け事業を実施している 

十和田市東公

民館 

北里大学夏休み短期入学体験、三本木農業高校農場体験を毎年実施し、官学連

携に取り組んでいる。 

金ケ崎町中央

公民館 

平成19年度から３年間、岩手県立大学総合政策学部の協力を得て「岩手地域づくり

大学・かねがさき校」を開設し、自治会関係者や一般町民による研修やワークショッ

プを実施。「地域づくり計画」や自治会活動ポスターの作成などを行った。 

大洗町中央公

民館 

地域をアカデミックな研究の場として提供し一方で教員による地域づくりへの協力体

制を整える大学と地域の「連携協定」を締結し，予算ゼロで大学教授による公民館講

座を実施したりしています。 

大学との

連携 

 

 

広島市古市公

民館 

区役所、大学と「大学担当者連携会議」を不定期に開き、協力体制を構築している。  

大学、NPO法人、市民活動団体、区役所等と連携し「子育て応援イベント」を年１回

開催している。 

鯖江市新横江

公民館 

年１回「子育てフェアー」「食と健康フェアー」は市行政と地域の団体の共催で開催。

子育てや健康について地域で考え支援していく内容。 

首長部局

との連携 

 

 

須崎市立多ノ

郷公民館 

須崎市企画課とは、毎年地域住民を対象とした「市政懇談会」を市長以下、各課の

課長級の出席のもと、行う。人権教育センターとは年２回「人権講演会」を行ってい

る。本年度は県立高知大学と共催で高齢者向けの講習会を行った。また、市の地震

防災課や地元小学校からの要請で、「防災キャンプ」「炊き出し訓練」「自主防災組織
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造り」等の事業を行っている。 

千葉市宮崎公

民館 

市役所環境保全部やNPO団体、民間企業などとの連携により、子ども対象や、成人

対象の環境学習に力を入れている。 

宮崎チャレンジキッズ「子ども水の調査隊」「秋を楽しむネイチャーゲーム」「暮らしの

中の化学物質を知って上手につきあおう」などの主催事業の実施 

盛岡市中央公

民館 

市役所各課（市長部局、外部部局、一部指定管理者含む）から127講座、市内国立

大学から140講座のメニュー情報を提供し、10人以上の市民グループが自主的な学

習を希望する場合に無料で講師を派遣する。 

松本市中央公

民館 

行政部局との連携として買い物弱者への対応検討会議や松本の特色を活かした街

づくりの一助となるべく都市デザイン講座を行っている。また、学校側のニーズや現

状把握に努めながら公民館と学校の連携を活かした学校サポート事業や市民の自

己啓発や生涯学習に繋がる様、期待をし、大学教授を講師とした市民教育講座も行

っている。 

宇都宮市南生

涯学習センタ

ー 

宇都宮市の生涯学習センターは，市長部局（自治振興部地区行政課・みんなでまち

づくり課）と教育委員会（生涯学習課）との連携により，住民自治の推進，市民協働の

まちづくりを推進するため，生涯学習と市民活動支援機能をあわせもつ施設（地区市

民センター・市民活動センター等）として，配属の常勤職員は市長部局・教育委員会

併任とし，事業運営を行っている。 

米子市車尾公

民館 

米子市が進めている、ひとづくり・まちづくり推進事業の一環として、車尾公民館区域

内の子どもに関わるすべての大人が連携して、「ゼロ歳児から中学校卒業までの15

年間の健やかな育ち」を推進する『車尾の子どもを育てる会』を平成20年に立ち上げ

て取り組んでいる。 

東京都東村山

市立中央公民

館 

東京都、東京文化発信プロジェクト室主催事業「キッズ伝統芸能体験」を実施、小/

中学生が公民館で日本舞踊体験をしている。また、市内公立中学校の仕事体験事

業に協力し毎年数名が公民館 の仕事を経験している。公益財団法人落語芸術協

会と共催で土曜寄席を実施。 

広島市牛田公

民館 

地元の大学と連携して、公民館版オープンカレッジとして地域住民の高い学習要求

に対応した生涯学習の機会を提供している。また、同大学の学生による学習成果作

品展示をオープンカレッジと同時期に開催し、日頃の利用の少ない若い世代の作品

を広く公民館利用者に周知する機会としている。 

津市元取公民

館 

地域の活性化や高齢者福祉の充実といった地域づくりの観点から、社会福祉協議

会と皇学館大学の学生、または農村部のあり方に助言や他地区の事例を紹介してい

ただくコーディネーター（三重県職員）と連携し、この地域の現状と課題を浮き彫りに

して将来像を模索する取り組みを進めています。 

まちだ中央公

民館 

相模原市と町田市を生活圏とする大学、NPO、企業、行政など様々な主体が連携

し、それぞれの特性を活かした協働を通じて、魅力あふれる社会を創造することを目

的に設立された「相模原・町田大学地域コンソーシアム」と教育学習事業や地域発展

事業など、参加機関それぞれの得意分野を活かしながら事業を行っている。 

足利市助戸公

民館 

助戸市民劇場（ゼロ予算事業※）の開催県指定文化財の土蔵造のホール棟や旧木

村家住宅棟を利用して、展覧会・音楽会・映画会・芝居などを、市民（グループ・団

体）と共同で開催し、本市の芸術・文化活動を活発にすることを目的にしています。

※公民館は、会場提供や広報活動で市民（グループ・団体）を支援し、事業の収支

等には責任を負いません。ただし、興行等の営利活動には共催をしません。 

その他 

 

川口市立安行

公民館 

コ・ラボ西川口（早稲田大学と地域住民、企業、行政等との協働によって運営される

まちづくり社会実験拠点）との共催事業を平成23年度より実施。６月「街づくりキッチ

ン」、８月「まちづくり☆星空教室」、11月「まちづくり☆タイルアート」を開催。 
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（２） 図書館 
● 重視事項 
図書館では、「資料の充実」がもっとも重視されている。 
このほか、「乳幼児・児童向けサービスの充実」「レファレンスサービスの充実」「学校教育へ

の支援」などを重視する割合が多くなっている。 
一方、「電子書籍貸出への対応」「地域資料等のデジタル・アーカイブ化への取組」について

は、重視している割合（「非常に重視」「ある程度重視」を合わせた割合）が３割に満たない。 
  

＜図書館＞１２　各活動の重視度

非常に重視 ある程度重視 あまり重視せ
ず

取り組んでい
ない

不明

(%)

資料の充実

乳幼児・児童向けサービスの
充実

レファレンスサービスの充実

学校教育への支援

ボランティアの養成・活動の
推進

他機関（他の行政部局、他館
、学校・大学等）との連携

ヤングアダルト向けサービス
の充実

講座や学習機会の提供

課題解決支援機能の充実（ビ
ジネス支援、子育て支援、

商用データベースやインター
ネットを活用したＷｅｂサ

まちづくり・地域活性化支援

地域資料等のデジタル・アー
カイブ化への取組

電子書籍貸出への対応

ｻﾝﾌﾟﾙ数

1,427

1,427

1,427

1,427

1,427

1,427

1,427

1,427

1,427

1,427

1,427

1,427

1,427

66.6

58.0

53.7

41.3

28.0

27.6

24.9

21.9

20.7

14.2

12.9

8.5

1.8

19.6

26.3

29.9

40.9

43.0

42.3

46.9

48.0

41.0

38.4

39.2

17.4

7.6

0.8

1.5

2.8

3.8

9.7

11.8

11.2

10.8

14.9

13.6

20.3

12.8

8.1

0.6

1.8

1.3

1.8

7.1

5.9

4.6

6.9

11.1

21.4

15.3

49.0

70.2

12.3

12.3

12.3

12.3

12.3

12.3

12.3

12.3

12.3

12.3

12.3

12.3

12.3
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教育委員会に図書館への期待を聞いたところ、「趣味教養などの学習機会の提供」や「学校教育

への支援」に対する期待が多くなっている。 

問１４　図書館への役割・機能の期待

大いに期待  

ある程度期待  

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
(%)

趣味教養などの学習機会の提
供

学校教育への支援

子どもや青少年の教育、体験
活動支援

地域課題の解決のための学習
機会の提供

学習効果を活かした住民によ
る地域活動等の支援

住民同士の関係構築への取組

地域活動のリーダーの育成・
活用の促進

まちづくり・地域おこしの中
心的機関としての役割

57.4

42.8

30.7

25.0

19.1

14.1

13.2

11.3

28.0

37.7

42.2

35.1

39.4

34.1

33.5

29.7
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● 連携事項 

宇美町立図書館  

平成22年度より、町立図書館を拠点とし、町立図書館長のもと、町立図書館と学校

図書館の職員を一元管理することにより、連携を強化した。 全児童・生徒の「読書・

調べ学習の定着」を図るため、「町立図書館を使った調べ学習コンクール」への応

募などを実施するほか、学校長期休業中においては、学校図書館司書の協力を得

て、町立図書館レファレンス強化を図る。 

西東京市中央図

書館 

武蔵野大学図書館との連携（市外の学生への公共図書館の利用の受け入れと市

民の大学図書館利用の受け入れによる相互協力および大学の授業ための図書館

の専門職員の講師派遣  小・中学校への支援（学校司書との協力および図書室・

各学級・教員への資料の団体貸出/学校の授業のなかでの図書館の利用案内） 

八雲町立図書館 

町内小・中学校を対象にした「学校図書館担当者会議」の開催  町内小・中学校を

対象にした「学校図書館フェスティバル」「学校図書館運営相談」の開催  町内小・

中・高校を対象にした「読書感想文・感想画コンクール」「移動図書館車の巡回」 

天草市立牛深図

書館 

図書館ボランティア（読み聞かせ）を、保健センターのブックスタートや地域内の全

小中学校や幼稚園、保育所などに派遣している。また、学校や幼稚園・保育所の数

カ所は貸出体験などで直接来館されているので、団体貸出等を実施している。  ま

た、市内の各図書館とは共通の貸出券で利用ができるようになっている。 

学校と

の連携 

 

高槻市立中央図

書館 

高槻市では「まちごと『子ども図書館』」をめざし、幼稚園、小・中学校、公民館、子

育て支援施設等の公共施設と連携し、子どもたちが「あらゆる機会」「あらゆる場所」

で読書ができるように、各施設に１セット200～300冊の図書セットを巡回している。ま

た、大学生ボランティアによるおはなし会の開催や子どもを対象にしたインターネッ

トの使い方などを学ぶ講座の開催にむけて調整している。 

香川県立図書館 

当図書館と香川大学図書館との間で相互協力協定を締結し、両館が協力・交流す

ることで一般利用者に対する生涯学習への支援、香川大学生や教職員に対する学

習・研究支援など双方の利用者への利便性の向上を図るとともに連携の強化を図

るもの。資料の相互貸借のため、大学から定期的（週１回）に搬送便を運行していた

だいている。 

大学と

の連携 

 

 

府中市立中央図

書館 

市内にある東京外国語大学附属図書館とは、資料の相互貸借を実施している他、

同大学教授等を講師にお迎えし公立図書館主催講座の開催等を行っている。ま

た、東京農工大学（農学部）とは、市民向けの利用案内を作成するなどの連携を図

っている。行政部局には、毎月行政に向く資料の新刊案内（リスト）を作成し、管理

職にメール配信をしている。 

秋田県立図書館 

放送大学、金融広報委員会等とセミナーで連携。課題解決支援コーナーで県庁各

課と連携。他の社会教育施設と連携し、図書館内で特別展示を定期的に開催。県

教育センターの講座に学校図書館出前講座を設定し、職員を講師派遣。県立学校

向け資料パックの提供。他県立図書館と展示資料の交換を実施。県内３大学と相

互協力協定を締結。 

学習講

座の開

催 

 

 

田辺市立図書館 

平成24年２月４日の新図書館開館を機に、24年度から市役所他部署職員を講師

に、『暮らしに役立つ講座』を開催する。年間５回予定。（健康増進課、子育て推進

課、防災対策室ほか） 

福祉と

の連携 

 

新居浜市立別子

銅山記念図書館 

市内の医療機関と連携して健康講座を開催。保健センターと連携してブックスター

ト事業の実施、健康相談の開催  男女共同参画課と連携して、お話し会や講演会

の開催。 
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紀の川市立打田

図書館 

子育て支援の一環で、乳幼児健診（４ヶ月児健診）時、図書館職員による乳幼児対

象の図書館利用券の登録サービス・・・健診場所へ出向し、その場で利用券の登録

および図書館の簡単な利用案内の説明。 

 

豊中市立岡町図

書館 

健康支援室との協働で「ブックスタート事業」の実施。人材育成室、行財政再建対

策室、職員研修所、情報政策室との協働で「庁内仕事応援サイト」の運営。教育推

進室との協働で「とよなかブックプラネット事業」の実施。市と市民が協働して子ども

読書環境整備に取り組む「豊中市子ども読書活動推進連絡協議会」の設置。 

浜松市立佐久間

図書館 

他機関の職員（病院の技師など）を講師に招いた図書館講座。レファレンスサービ

スの際に、関連する機関（博物館、美術館、行政他部局など）を紹介するリレーショ

ンサービス。 

坂出市立大橋記

念図書館 

他館との観光・物産・文化情報の交換展示。発達障害支援センターと連携して資料

展示、講演会、相談会の開催。金融公庫と創業支援セミナーの開催。介護施設や

学校等への出前講座。小学校への学校図書館支援員の派遣。天文教会の協力に

より天体観察会の開催。 

その他 

 

神戸市立中央図

書館 

外国人が多く住む地域の図書館において、外国人の定住を支援する地元NPOを

連携し、外国人児童の読書能力の向上と、保護者共々の社会教育施設の利用促

進を目的とした「外国人児童読書の会」を週１回実施している。また対象児童が多く

在籍する近隣小学校にもおもむく「出張読書の会」も実施し、好評である。 
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（３） 博物館 
● 重視事項 
博物館では、「常設展・企画展等の充実」がもっとも重視されている。 
このほか、「広報・ＰＲ、情報提供」「資料の収集・保管」などが重視されている。 
一方、「まちづくり・地域活性化支援」「地域のリーダー、ボランティアの養成・活動の推進」

については、重視している割合は５割に満たない。 
 

＜博物館＞Ｑ１４　各活動の重視度

非常に重視 ある程度重視 あまり重視せ
ず

取り組んでい
ない

不明

(%)

常設展・企画展等の充実

広報・ＰＲ、情報提供

資料の収集・保管

資料などを活用した学習機会
の提供

子どもや青少年の教育、体験
活動支援（学校・大学との

地域文化の保存・伝承

学校・大学との連携

調査研究活動の実施

他機関（他の行政部局、他館
等）との連携による活動

所蔵資料のデジタル化・デー
タベース化

地域のリーダー、ボランティ
アの養成・活動の推進

まちづくり・地域活性化支援

ｻﾝﾌﾟﾙ数

1,319

1,319

1,319

1,319

1,319

1,319

1,319

1,319

1,319

1,319

1,319

1,319

52.8

39.5

39.3

29.3

26.9

22.7

22.2

20.8

17.7

17.3

12.7

12.0

24.1

36.6

34.0

39.0

36.8

37.8

34.6

34.4

35.9

32.1

28.0

34.6

5.0

7.7

8.6

10.8

10.1

11.4

11.5

14.8

19.9

13.0

17.7

18.3

4.2

2.4

4.2

7.1

12.4

14.1

17.7

16.1

12.7

23.7

27.7

21.2

13.9

13.9

13.9

13.9

13.9

13.9

13.9

13.9

13.9

13.9

13.9

13.9
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教育委員会に博物館への期待を聞いたところ、「趣味教養などの学習機会の提供」や「子どもや

青少年の教育、体験活動支援」に対する期待が多くなっている。 

問１４　博物館への役割・機能の期待

大いに期待  

ある程度期待  

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
(%)

趣味教養などの学習機会の提
供

子どもや青少年の教育、体験
活動支援

学校教育への支援

学習効果を活かした住民によ
る地域活動等の支援

まちづくり・地域おこしの中
心的機関としての役割

地域課題の解決のための学習
機会の提供

地域活動のリーダーの育成・
活用の促進

住民同士の関係構築への取組

56.2

32.7

31.6

16.7

15.1

12.4

9.9

8.9

20.6

35.2

33.5

36.2

29.3

27.5

27.2

29.0
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● 連携事項 

太田市立高山彦

九郎記念館 

文化財課所管の資料館・記念館４館（新田荘歴史資料館・縁切寺満徳寺資料館・

高山彦九郎記念館・藪塚本町歴史民俗資料館）の共通券をつくり、通常の半額で

回れるようになっている。 

平山郁夫美術館 

尾道市内にある美術館・博物館５館が美術館ネットワークを形成し、情報交換や

小学生を対象とした学習会を開催している。また、ひろしま文化振興財団と共催

で、小学生絵画教室、大人を対象とした美術館セミナーを開催いている。広島に

本社のある中国新聞社と共催で、小学生を対象に平山郁夫美術館賞会がコンク

ールを開催し、23年度で５回目となった。 

葉山しおさい博

物館 

当館は相模湾の海洋生物をテーマに博物館活動を行っている。過去多くの研究

機関や博物館と連携して調査を行ったが、たとえば、国立科学博物館と共に相模

湾の海洋生物相の調査に加わり、国立科学博物館の報告書に共著で報告した。

また、最近開館した神奈川県真鶴町の「真鶴町遠藤貝類博物館」の開館に向けて

展示の監修的協力を行ったりした。その他多数あり。 

静岡県立美術館 

当館では、静岡市谷田地区丘陵地帯およびその周辺地帯にある６つの教育文化

機関と連携し「ムセイオン静岡」を始動し、学びの場を提供し、若者や専門家が自

由に行き交う文化の発信地を目指している。相互の協力と施設・人材等を活用し

た地域貢献のための会議として、年４回程度開催し、県立大学、県立中央図書

館、県舞台芸術センターなどと連携して文化・芸術・歴史を学ぶ各種講座を開催

している。（*「ムセイオン」とは古代エジプトのアレクサンドリアに興った世界発の学

問・教育・文化・芸術の総合施設で「ミュージアム」の語源と言われている） 

下諏訪町立諏訪

湖博物館・赤彦

記念館 

地域（諏訪湖周辺）の博物館・美術館が連携した行事を実施。諏訪湖周辺のアー

トリング協会による活動。諏訪湖周辺の３市町村の首長・原田泰治氏を顧問とし、

自治体。関係団体と協力し、参加各館が連携して芸術文化の充実、及び地域の

情報発信に取り組み、子どもたちも美術館・博物館に触れる機会を増やし地域の

活性化・観光にも寄与する。 

大阪市立美術館 

大阪市立の博物館、美術館、動物園の８施設（大阪市博物館群）では、８ON（エイ

トオン）という愛称のもとに相互に連携し総合案内パンフレットの発行や共同キャン

ペーン「ミュージアムウィークス」などの事業実施に取り組んでいる。 

社会教

育施設

との連

携 

 

鎌倉市鏑木清方

記念美術館 

特に、近隣の博物館施設と共同してチラシの製作、スタンプラリー、ガイドツアーを

催している。  記念美術館であり、展示できる作家が限られているため、他の美術

館へ積極的に出張展示を行っている。 

芝山町立芝山古

墳・はにわ博物

館 

平成24年度は、早稲田大学考古学研究室との連携により企画展を実施する予

定。内容は、はにわ祭り30周年を記念して、殿塚・姫塚古墳の発掘史・研究史を

紐解くとともに、最新の測量調査の成果を発表する。 

大学と

の連携 

 

 

京都市動物園 

平成20年４月，京都市及び京都大学は京都市動物園と京都大学野生動物研究

センター(以下WRC)を中核とし，「野生動物の保全に関する教育・研究の連携協

定」を締結し，その協定に基づき，国内では初めて大学教員(WRC田中正之准教

授)が常駐する動物園となった。その取組として，平成20年度に類人猿舎の改修

工事を行い，平成21年４月からチンパンジーの群れ飼育を開始した。屋内には，

他園にはないチンパンジー用学習室を設け，タッチモニター及び給餌装置を設置

し，チンパンジーを対象に「こころ」の進化過程を解明する比較認知科学研究を公

開しながら実践している。また，マンドリル，シロテテナガザルを対象に同様の研究

を実施している。 
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小樽市総合博物

館 

小樽商科大学との企画展の開催、北海学園大学との連携により学芸員を目指す

学生の人材育成・学術の振興を図っている。市内小中学校に対しては出前講座

による学習機会を提供している。 

姫路市立動物園 

希少野生動物種の保全に貢献するため、動物園動物に係る教育及び研究等の

学術活動について、相互に連携協力することを目的として、神戸大学及び岐阜大

学と官学連携協定を締結して、更なる技術向上を目指し取り組み強化を図ってい

る。 

やかげ郷土美術

館 

矢掛本陣を守る会（国重要文化財の保存管理・一般公開）、矢掛町観光ボランテ

ィアの会、江尻記念館（生涯学習施設）等の管理と運営事務局が美術館業務に組

み込まれており、行政と教育委員会が連携して幅広い地域文化の発展を目指し

ている。 

首長部

局との

連携 

 

鎌ケ谷市郷土資

料館 

本庁文化スポーツ振興課とは埋蔵文化財や縄文体験を、高齢者支援課とはお年

寄りに歴史を知ってもらう街歩きを、市民活動推進課とはNPO団体と当館のボラン

ティアガイド等を実施している。 

和歌山県立自然

博物館 

文科省事業SSHやSPPの指定校が取り組む生物に関するテーマについて、学芸

員が観察方法など指導・助言し連携している。また、和歌山県版レッドデータブッ

ク改訂にあたり、調査・取りまとめにおいて学芸員が中心的な役割を果たすなど、

県当局とも連携を図っている。それ以外にも、和歌山県教育委員会が主催する

「エキスパート職員派遣事業」において、また他の行政部局等の依頼に基づき、そ

れぞれの分野の学芸員が県内の小中高校や地域の集まりや集会等に出向き、観

察会や講義をおこなっている。社会教育施設間においても、和歌山県内の分野

の違う県立博物館４施設（県立近代美術館・県立博物館・県立紀伊風土記の丘・

県立自然博物館）が春と秋に二度一つの館で特色を生かしたワークショップを行う

ことにより、参加者が４つの分野の施設の特徴を一カ所で体感できる内容の取組

を行っている。 

青森県立郷土館 

当館が所有している資料を活用し、色々なテーマで青森県内関係機関と共催で

「連携展」を開催している。直近の実績例としては、平成22年度に青森県観光物

産館アスパムとの連携展「ねぶたの歴史あれこれ」、五戸町図書館との連携展「な

つかしの南部鉄道」、道の駅・浅虫温泉ゆ～さ浅虫との連携展「浅虫周辺の自然

をたずねて」などがあげられる。 

京都市青少年科

学センター 

青少年科学センターを核に大学・企業・博物館等の連携し，市内のさまざまなイベ

ント会場で科学屋台（科学の実験や工作が体験できる屋台）を出展する「京都科

学屋台ネットワーク」の活動により，子どもから大人まで広く科学に親しめる取組に

より，科学的なものの見方・考え方を通して行動できる市民を育成している。 

函館市縄文文化

交流センター 

収蔵資料はもとより施設の知名度アップをはじめ観光振興を目的とした情報発信

方法の研究や企画・開発について，関連部局と協同で取り組んでいるほか，学校

関連部局とも連携を図りながら，「学び観光（スコーレツーリズム）」の推進に努めて

いる。また，地域振興の観点から，地域の活動団体や関連部局などとともにオー

プニングイベントを開催（当館開館：平成23年10月１日）したほか，地域に密着した

イベントの創造・実施について協議・検討を進め，地域活性化に取り組んでいる。

町立湯河原美術

館 

近隣市町村に所在する美術館等との連絡会への参加（ミュージアムリレー事業の

開催等）、町内の美術館との連携（共通割引券の発行）、旅行会社との共同事業

の実施（学芸員ツアー）、小・中学校との連携（「こどもギャラリー」の開催） 

その他 

 

石川県立自然史

資料館 

ネットワーク協議会運営費として毎期予算を計上しています。当館の指定管理者

であるNPO法人石川県自然史センターが中心にセンターの会員である27団体と

石川県内の自然史関連の県施設とのネットワークを構築している。 
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（４） 学習講座の改善・活用状況 
 学習講座の評価・改善については、公民館、図書館、博物館とも「講座終了後にアンケート調

査を行っている」が５割以上みられる。 

Ｑ１７　学習講座内容の改善のための取組状況（Ｍ．Ａ）

公民館  n=3,992 図書館  n=1,253

博物館  n=1,126

0 10 20 30 40 50 60 70
(%)

講座終了後にアンケート調査
を行っている

第三者による評価を行ってい
る

事前に広くアンケート調査を
行っている

その他

不明

61.5

19.2

5.9

25.5

0.3

55.4

8.2

3.0

34.9

2.0

51.2

12.5

3.6

40.7

0.4

 

  公民館では、学習講座後に「自主勉強会・サークル活動への移行の支援」に７割以上が取り

組んでいる。ただし、｢リーダーやコーディネーターの育成支援｣に取り組むのは１割未満である。 
また、図書館では３割強、博物館では２割強は、住民の主体的な活動への支援につなげている。 

Ｑ１８　学習講座等の主催事業を開催後の受講者に対する支援
内容（Ｍ．Ａ）

公民館  n=3,992 図書館  n=1,253

博物館  n=1,126

0 10 20 30 40 50 60 70 80
(%)

自主勉強会・サークル活動へ
の移行の支援

フォローアップのための講座
の実施

リーダーやコーディネーター
の育成支援

人材バンクへの登録

その他

不明

72.1
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9.0

6.1

19.6

0.6

34.2

21.1

6.6

3.7

47.5

2.1
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13.8

4.4

2.6
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0.6

 

   ※Q17、Q18 の「その他」は、「特に無し」「講座実施無し」などの回答が多い。 
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（５） 現代的課題に関する取組状況 
 公民館では、「地域・郷土理解」「まちづくり・住民参加」「育児・保育・子育て支援」「食育」

「人権教育」などについて４割以上が取り組んでいる。 
 図書館では、「育児・保育・子育て支援」「地域・郷土理解」「ボランティア・ＮＰＯ」「教育支

援（学校・放課後）」「教育支援（学校・放課後以外）」などについて４割以上が取り組んでいる。 
 博物館では、「地域・郷土理解」「教育支援（学校・放課後以外）」「教育支援（学校・放課後）」

などについて４割以上が取り組んでいる。 
 なお、首長部局の関与別にみると、首長部局が関与している施設の方が、全部教育委員会が管

理運営している場合よりも、やや現代的課題についての取組率が上回っている。 
Ｑ１６　各テーマ・内容に関わる取組の実施状況（Ｍ．Ａ）

公民館  n=3,992 図書館  n=1,253 博物館  n=1,126

0

10

20

30

40

50

60

70

80
(%)

地
域
・
郷
土
理
解

ま
ち
づ
く
り
・
住
民
参
加

育
児
・
保
育
・
子
育
て
支
援

食
育

人
権
教
育

災
害
・
防
災
教
育

教
育
支
援（

学
校
・
放
課
後
以
外

）

教
育
支
援（

学
校
・
放
課
後）

防
犯
対
策

環
境
・
エ
ネ
ル
ギー

問
題

社
会
福
祉（

医
療
・
介
護
・
年
金

等） コ
ン
ピ
ュー

タ
・
情
報
処
理

男
女
共
同
参
画

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・
Ｎ
Ｐ
Ｏ

国
際
理
解

消
費
者
教
育

自
治
体
行
財
政

科
学
技
術
理
解
増
進

職
業
能
力
向
上

そ
の
他

不
明

66.3

56.9

50.3
46.0

40.2
35.3

33.4
30.7

27.4 26.4 25.4 23.8
21.5 21.0

14.3 13.7

6.4
3.5 2.4

7.6

0.1

62.9

18.6

71.3

11.3 11.5
15.8

47.1 48.9

5.7

17.6
15.4

10.5

17.9

49.9

9.7

3.8

6.3
4.0

13.5
8.7

0.5

78.2

28.6

5.3 3.5 2.8
5.9

51.2

42.9

2.3

10.9

1.5
3.7

1.3

30.3

4.3
0.2 1.3

6.7

2.9

6.7

0.2

 
Ｑ１６　各テーマ・内容に関わる取組の実施状況（Ｍ．Ａ）

一部、首長部局が管理・運営
している
n=830

全部、首長部局が管理・運営
している
n=566

全部、教育委員会が管理・運
営している
n=5,233
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 公民館、図書館、博物館の各項目の事業内容に対する重視度について、それぞれ「非常に重視」

３点、「ある程度重視」２点、「あまり重視せず」１点、「取り組んでいない」０点として合計得点

を算出し、その合計得点の高低によって３階層に分類したのが下記の図表である。 
公民館、図書館、博物館のいずれも、人口規模が大きいほど重視層が多くなっている。 

＊事業内容の重視度（合計得点層化）

LAYER1: Ｑ１　施設種類 0001:公民館

重視度低 重視度中 重視度高 無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌ ﾙ゚数

3,992

745

1,112

931

865

339

31.8

18.8

29.0

35.6

38.7

41.3

36.7

40.8

36.6

35.7

34.7

36.0

31.5

40.4

34.4

28.8

26.6

22.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

 
＊事業内容の重視度（合計得点層化）

LAYER1: Ｑ１　施設種類 0002:図書館

重視度低 重視度中 重視度高 無回答

(%)

ＴＯＴＡＬ

都道府県

市区町村：３０万人以上

市区町村：１０万人以上３０
万人未満

市区町村：５万人以上１０万
人未満

市区町村：１万５千人以上５
万人未満

市区町村：１万５千人未満

ｻﾝﾌ ﾙ゚数

1,253

44

236

289

240

316

128

26.0

9.1

22.5

17.3

23.3

31.0

50.8

36.3

18.2

30.5

38.4

42.9

39.6

28.1

37.7

72.7

47.0

44.3

33.8

29.4

21.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

＊事業内容の重視度（合計得点層化）

LAYER1: Ｑ１　施設種類 0003:博物館
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事業内容の重視度（合計得点層化）別にみると、重視度が高い層ほど地域づくりの取り組みが

多く、かつ重視度の高低によって取り組みの差が大きいことがわかる。 
また、同じ重視度が高い層で事務委任・補助執行の状況別にみると、首長部局の方が教育委員

会よりも地域づくりの取り組みが多く、「まちづくり・住民参加」「ボランティア・ＮＰＯ」「環境・

エネルギー問題」「男女共同参画」「防犯対策」「コンピュータ・情報処理」「国際理解」などでや

や多くなっている。 

Ｑ１６　各テーマ・内容に関わる取組の実施状況（Ｍ．Ａ）

重視度低  n=1,862 重視度中  n=2,370 重視度高  n=2,151
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Ｑ１６　各テーマ・内容に関わる取組の実施状況（Ｍ．Ａ）

LAYER1: ＊事業内容の重視度（合計得点層化） 0003:重視度高

全部、首長部局が管理・運営している  n=202

全部、教育委員会が管理・運営している  n=1,649
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（６） 地域づくりや生涯学習推進の役割・機能を果たしていく上での課題 
 
社会教育施設が現在抱えている課題を記述方式で聞いた内容を整理したのが下記である。 
課題としては、公民館では、利用者の高齢化や減少など「利用者面」、地域のニーズ把握やリー

ダー発掘活用など「地域関連」の課題が多くあげられている。 
図書館、博物館では、専門職員の確保などの「人材面」の課題が多くあげられている。 

 

Ｑ２４　施設が求められている役割を果たす上で、現在抱えてい
る課題と今後の展望（コーディング）

公民館  n=3,992 図書館  n=1,253

博物館  n=1,126
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３． 災害時の施設機能等 

（１） 建物の耐震性 
 公民館は 1981 年以前の建物も約５割を占めている。 
 図書館、博物館は、「新耐震設計基準」に基づく建物が６割から７割以上を占めて多い。 

Ｑ２５　施設の「新耐震設計基準」対応状況

「新耐震設計基準」に基
づく新しい建物

１９８１年５月３１日以
前の建築確認を得て建築
の建物

不明

(%)
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博物館

ｻﾝﾌﾟﾙ数

3,992
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50.1
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49.8
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35.7
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Ｑ２５　施設の「新耐震設計基準」対応状況

LAYER1: Ｑ１　施設種類 0001:公民館
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（２） 避難場所等の指定状況 
 公民館は８割近くが避難場所等に指定されている。図書館、博物館は未指定が８割以上である。 

Ｑ２７　災害発生時の避難場所等指定状況
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（３） 災害マニュアル等の作成状況 
 災害マニュアル等は６割以上の施設で「作成済み」あるいは「作成準備中」である。 

Ｑ２８　災害対応マニュアル等の作成状況
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（４） 東日本大震災後の取組状況 
 東日本大震災後の取り組みは図書館でもっとも多い。 

Ｑ３２　東日本大震災を踏まえて何かしらの取り組み状況
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（５） 災害時の相互支援の取り決め等の有無 
 公民館の半数は災害時の相互支援の取り決めをしている。図書館、博物館は未実施が多い。 

Ｑ３４　他の施設や行政部局間での災害時の相互支援の取り決め状況
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（６） 災害時の役割・機能発揮のための課題 
  
日ごろから大切だと思う活動を記述回答で聞いたところ、「防災訓練関係」がもっとも多く、次

いで「避難経路関係」が多くなっている。 

Ｑ３６　災害時の役割・機能発揮のため日頃から大切だと思う活動や準備（コーディング）

公民館  n=3,992 図書館  n=1,253

博物館  n=1,126
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Ⅳ まとめ～生涯学習センター・社会教育施設の課題と今後のあり方・改善事項 

１． 生涯学習センターについて 

（１） 調査結果の概要 
 
① 生涯学習センターとその類型 

本調査では、全国 957 の施設が生涯学習センターとして回答が得られた。社会教育調査にお

いて把握されている施設数よりもはるかに多い。 
回答があった 957 施設のうち、県立は 42、市区町村立は 915 である。 

 
② 運営状況 

所管部署は、全体では教育委員会と首長部局が半数ずつを占めるが、都道府県や人口 10 万人

未満の市区町村では教育委員会所管が多く、人口 10 万人以上の市区では首長部局が多いなど、

人口規模等により大きな違いが見られる。 
指定管理制度が導入されている施設は全体の２割程度、都道府県や人口規模 30 万以上地域で

多い。 
施設は複合施設となっているものが５割以上を占める 
指導系職員の配置状況をみると、都道府県立では「３人以上」が多いが、市区町村の場合は

「０人」も４割以上見られる。 
予算状況も都道府県と市区町村の人口規模別で大きな差があるが、いずれも予算総額、事業

費とも、どちらかといえば減少傾向にあり、特に都道府県や人口規模の大きい市区町村ほど、

減少傾向が強い。 
マネジメントの状況をみると、施設自体の中長期計画策定率は約１割、運営委員会設置率は

４割弱、自己点検評価実施率は６割、住民への運営情報公開率は５割強となっている。 
 
③ 事業状況 

事業内容は、都道府県立と市区町村立で大きく傾向が異なる。 
都道府県立の場合、生涯学習センターは、調査研究以外の学習情報提供から関係機関との連

携・ネットワークまで、いずれの事業種についても何からの取り組みが５割以上でみられる。

また、人口 30 万人以上の地域でも、都道府県立に類した取り組みの幅がみられる。 
一方、人口 30 万人未満の地域では、事業内容の幅が狭くなり、学習相談、指導者･支援者等

の養成・研修、学習成果に対する評価などの実施率が著しく低下する。 
  なお、所管別にみると、首長部局の場合は現代的課題の学習についての実施率が高く、教育

委員会の場合は学習情報提供や学習成果に対する評価についての実施率が高くなっている。 
  現代的課題や地域づくりに関する取り組みについては、生涯学習センター事業の重視度によ

って、注力の度合いが大きく異なる。また、所管別では、教育委員会よりも首長部局の方が、

取り組みテーマは広く、取り組み内容（機会提供、関係構築等）もやや多くなっている。 
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（２） 地域づくりや生涯学習推進における役割・機能の発揮状況 
 
● 事業内容と地域づくり 
 生涯学習センターは、都道府県立及び人口 30 万人以上地域のものと、人口 30 万未満の市区町

村のものとで取り組みが大きく異なる。 
 都道府県立の生涯学習センターの場合、学習情報の提供から関係機関とのネットワークまで、

果たしている役割・機能は総合的である。人口 30 万以上地域も、都道府県立について総合的であ

る。一方、人口 30 万未満の市区町村では、学習情報の提供から学習成果の活用までは実施率が５

割を超えているものの、「指導者・支援者等の養成・研修」「学習相談」「学習成果に対する評価」

など、人材の育成・支援・活用についての実施率が５割に満たない。 
  
こうした取り組みの差異は、事業内容の重視度によって大きく異なる。生涯学習事業に対する

重視度が高いグループでは、人口規模が小さい市区町村においても、「指導者・支援者等の養成・

研修」「学習相談」「学習成果に対する評価」などの実施率は概ね５割を超えている。 
 地域づくりについても、生涯学習事業に対する重視度の高低による取り組みの差が大きい。 
 所管部署（首長部局、教育委員会）によって、現代的課題の取り扱いテーマの多寡に差はある

ものの、重視度の高いグループでは、所管別に関わらず、人材の育成・支援・活用をともに重視

する傾向がある。 
 
 こうした、生涯学習事業に対する重視度の差異や、人材に関する取組によって、地域社会にど

のような効果・成果が得られるかは今回の調査では明らかになっていない。 
しかし、生涯学習センターが、地域づくりや生涯学習推進における役割・機能を発揮していく

上で、住民の学習ニーズに対応した情報提供、講座提供を進めるだけでなく、人材一人ひとりの

状況を踏まえ、その参画を促す諸取組を充実させていくことは、生涯学習に熱心に取り組むセン

ターでは過半数を超えて共有されている事項であるということができる。 
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問１０　事業内容（事業種Ｍ．Ａ）
自治体・人口規模別
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問１０　事業内容（事業種Ｍ．Ａ）
自治体・人口規模別

LAYER1: 問１１　事業内容の重視度（合計得点層化） 0003:重視度高

都道府県  n=32 市区町村：３０万人以上
n=77

市区町村：１０万人以上３０
万人未満
n=68

市区町村：５万人以上１０万
人未満
n=33

市区町村：１万５千人以上５
万人未満
n=52

市区町村：１万５千人未満
n=26
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問１０　事業内容（事業種Ｍ．Ａ）
問１５　現在の所轄部署

教育委員会  n=486

首長部局／その他  n=438
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● 市区町村の生涯学習センターと公民館 
 
 市区町村の生涯学習センターと公民館について、その事業内容と重視度と、現代的課題に関す

る取組状況を比較したのが下記の図表である。 
 事業内容については、両者とも類似しており、「関係機関とのネットワーク形成」以外の基幹的

取組（情報提供、学習相談、機会提供、指導者等養成、成果活用）については、公民館の方が生

涯学習センターをやや上回る。 
 現代的課題に関する取組状況についても、両者で傾向は類似しているものの、一部項目を除い

て、公民館の方が生涯学習センターをやや上回る。 
このように、市区町村の生涯学習センターと公民館は、地域づくりや生涯学習推進において類

似した役割・機能を発揮しており、どちらかといえば公民館の方が、より地域づくりを意識した

取り組みをしていることが伺われる。ただし、この結果から、公民館が生涯学習センター化し、

社会教育的要素が弱まっているという見方もできる。 
 

■事業内容の重視度（「非常に重視」「ある程度重視」の合計割合）

生涯学習センター事業重視度
生涯学習セン

ター（市区町村）
公民館 公民館事業重視度

学習情報の提供 72.6% 88.4% 広報・情報提供

学習相談 38.4% 44.0% 学習相談

学習プログラムの企画 67.2% 85.9% 多様な学習機会の提供

地域の実情に応じた講座の実施 82.4% 77.0% まちづくり・地域活性化支援

指導者・支援者等の養成・研修 40.5% 50.4% 地域のコーディネーターやリーダーの養成・活動の推進

学習成果の活用 57.1% 71.7% 学習成果を生かした地域活動や自主勉強会等への支援

関係機関との連携・ネットワーク形成 69.4% 57.0% 他機関との連携による活動  
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● 運営上の重点課題と今後の検討課題 
生涯学習センターが地域づくりや生涯学習推進の役割・機能を果たしていく上での課題として

は、地域ニーズの把握や対応、地域人材の活用といった「地域関連」、専門職員の確保などの「人

材面」の課題が多くあげられており、特に人口 10 万人未満の市区町村でその割合が多い。 
 
学習需要への対応については、都市部の生涯学習センターにおける学習需要の高まりと予算縮

減傾向のジレンマ、地方における参加者の高齢化などが、ヒアリングの中で把握されている。都

市部の某生涯学習センターでは、地域人材の活用も、多様な学習機会の提供や事業の効率的実施

の観点から、真剣に考えるべき課題と提起された。 
また、地方部においても、参加者の高齢化・固定化の中で、講座事業を入り口とした活動の自

主化とオープン化（新規参加者を受け入れる）について腐心する施設職員の声が寄せられている。 
 
地域づくりについては、住民の学習ニーズと現代的課題との関係において、「首長部局で所管し

ていることで、学習活動が地域づくり・人づくりに結びつく形で展開するように、といったこと

を住民に対して説明しやすくなり、理解も得やすくなった」という声もヒアリングでは得られた。 
アンケートの結果をみても、地域づくりについては、全国的な傾向としては首長部局所管の生

涯学習センターの方がやや意識が強い傾向にある。 
 
生涯学習センターにおいては、今後、学習需要への対応とその地域づくり等への展開について、

センターのポジショニングを明確にしながら、住民に対する説明力・理解力を高め、様々な“つ

ながり”を仕掛けていく役割・機能の向上が課題ではないだろうか。 
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２． 社会教育施設について 

（１） 調査結果の概要 
① 運営状況 

【公民館】 
  公民館の７割は公民館主事も含めて専門職員が配置されている。公民館主事が多いが、社

会教育主事資格保有者も 25％程度の施設に配置されている。 
専門職員数の中央値は１人、勤続年数は５年未満が６割以上を占め、図書館、博物館と比

較してベテランの割合が小さい。 
  予算は、中央値で 500 万円であり、生涯学習センターのように人口規模別に大きく予算が

異なることはなく、一部を除いてほぼ中央値前後の値を取っている。なお、予算総額・事業

費ともどちらかといえば減少傾向にある。 
 施設自体の中長期計画策定率は７％、自己点検評価率は 60％、運営状況公開率は 56％であ

る。 
【図書館】 
  図書館の９割は司書・司書補を中心に専門職員が配置されている。なお、社会教育主事が

いる施設は、全体の 12％である。 
勤続年数は 10 年以上が４割以上を占めるほか、５年未満も３割以上を占めており、中間層

が少ない構造にある。 
  予算は、都道府県立や人口規模別で大きく異なるが、予算総額・事業費・資料費とも、ど

ちらかといえば減少傾向にある。 
  施設自体の中長期計画策定率は 26％、自己点検評価率は 69％、運営状況公開率は 66％で、

公民館、博物館に比べて高い。 
【博物館】 
  博物館の７割近くは学芸員を中心に専門職員が配置されている。なお、社会教育主事がい

る施設は、全体の約 13％である。 
勤続年数は 10 年以上が５割以上を占めるほか、５年未満も３割近くを占めており、中間層

が少ない構造にある。 
  予算は、都道府県立や人口規模別で大きく異なるが、予算総額・事業費・資料費とも、ど

ちらかといえば減少傾向にある。 
  施設自体の中長期計画策定率は 16％、自己点検評価率は 67％、運営状況公開率は 49％で、

公民館、図書館に比べて運営状況公開率がやや低い。 



 75

 
② 事業状況 
【公民館】 

公民館では、「団体・サークルへの学習活動の場の提供」「広報・情報提供」「多様な学習機会

の提供」「子どもの体験活動支援」「住民同士の関係（つながり）構築への取組」などが重視さ

れる一方で、「学習相談」「若者（学生を含む）を対象とした活動」「地域のコーディネーターや

リーダーの養成・活動の推進」については、『非常に重視』が１割前後と低い。 
【図書館】 

図書館では、「資料の充実」がもっとも重視され、このほか「乳幼児・児童向けサービスの充

実」「レファレンスサービスの充実」「学校教育への支援」などが重視される一方、「電子書籍貸

出への対応」「地域資料等のデジタル・アーカイブ化への取組」については、『非常に重視』１

割以下と低い。 
【博物館】 

博物館では、「常設展・企画展等の充実」がもっとも重視されており、このほか「広報・ＰＲ、

情報提供」「資料の収集・保管」などが重視される一方、「まちづくり・地域活性化支援」「地域

のリーダー、ボランティアの養成・活動の推進」については、『非常に重視』が１割程度である。 
 
【学習講座改善、受講者支援、現代的課題への取組状況（公民館、図書館、博物館）】 
『学習事業改善』については、事業終了後にアンケート調査を行う施設は、公民館、図書館、

博物館とも５割以上である。 
『受講者支援』については、受講者の自主活動グループ化への支援を、公民館では７割以上が

実施おり、図書館、博物館では２割から３割強程度にとどまる。 
『現代的課題』については、公民館、図書館、博物館の中では、公民館は幅広いテーマの現代

的課題に関する取り組みを行っている。図書館、博物館では、郷土理解のほか、子育てや教育

支援、ボランティア・ＮＰＯなど、テーマが特化している。 
なお、現代的課題への取組状況については、各館の事業の重視度により大きな差がある、ま

た、首長部局が管理運営している館の方が、現代的課題への取組状況がやや多くなっている。 
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（２） 地域づくりや生涯学習推進における役割・機能発揮とその運営 
 
● 各種運営手法の変更・改善の状況とその効果・課題 
  
社会教育施設における事務委任、指定管理、施設転用、施設複合化の状況は下記の通りである。 

 ■社会教育施設の運営手法等変更・改善状況（教育委員会回答） 
公民館 図書館 博物館 

N 
1124 1110 1002 

首長部局への事務委任・補助執行をしている自治体割合 7.1% 3.2% 8.3% 

＊公民館の廃止・転用をしている自治体割合 10.5% - - 

指定管理制度を導入している自治体割合 10.1% 11.3% 17.8% 

施設の複合化をしている自治体割合 42.6% 38.6% 14.0% 

 
 首長部局への事務委任・補助執行のメリット・デメリットについては、各館からの回答で「教

育以外の政策分野と連携した対応がしやすくなった」とする割合がもっとも多く、特に公民館の

場合、「住民の要望や地域課題等の把握がしやすくなった」「住民の要望や地域課題等踏まえた取

組がしやすくなった」などメリットが多い。ヒアリングでは、首長との距離が近く、より政策的

に動ける、自治会やコミュニティ組織と連携がしやすい、住民に対しても（単なる学習ニーズへ

の対応でないことを）説明しやすい、他部局との連携がしやすいといった声が寄せられている。 
一方、課題としては、「専門性を有する職員の配置が難しくなった」がやや多くなっている。ま

た、教育委員会が管理運営している場合よりは、学校へのチラシ配布の依頼などがしにくい状況

もヒアリングでは聞かれた。 
 
 指定管理制度のメリット・デメリットについては、所管部署からの回答で「経費節減効果があ

る」「民間の創意工夫が発揮される」というメリットがあげられ、課題としては「行政と指定管理

者との役割分担があいまいになりがち」が多くなっている。 
一方、ヒアリングでは、図書館で地域づくりを強く意識するところから、それを担う職員養成・

育成の観点で、指定管理制度に対する見直しの意見が複数聞かれた。逆に、数年で交代する行政

職よりも、地域コーディネーターとしてプロ化する人材育成の観点から、指定管理制度を評価す

る声も聞かれる。いずれにしても、単にコスト面の効果だけでなく、人材確保育成の観点からも、

当該制度の運用が検討課題である。 
 
 施設の複合化のメリット・デメリットについて、ヒアリングではいくつかの事例に聴取したが、

運営の合理化や事業シナジーなど、いずれも肯定的な反応が多かった。 
 



 77

 
● 地域づくりにおける役割・機能 
  
現代的課題に関する取組状況をみると、公民館、図書館、博物館とも「地域・郷土理解」につ

いては６割以上の施設で取り組みが見られる。 
 
公民館の場合は、このほか「まちづくり・住民参加」「育児・保育・子育て支援」「食育」「人権

教育」などが多くなっている。 
実質的な運営主体別にみると、公民館の場合、首長部局が運営している方が、教育委員会が運

営している場合よりも、やや現代的課題についての取組率が上回っている。 
ただし、現代的課題に関する取組は、事業内容の重視度によって大きな差があり、事業展開に

熱心な施設の場合は、首長部局と教育委員会とで、現代的課題に関する取り組みもさほど大きな

差はない。公民館については、運営主体云々よりも、自治体や施設として地域づくり・人づくり

をどの程度重視しているかが、地域づくりにおける役割・機能発揮の重要な要素と考えられる。 
 
なお、図書館、博物館では学校との連携による教育支援関係の取り組みが多くなっている。 
図書館、博物館の場合は、実際の運営主体別にみても、首長部局か教育委員会かで公民館のよ

うに大きな差はないが、課題としては共通して「人材面」の課題がもっとも多くあげられている。 
フロアを担当する職員や、読み聞かせなど従来の活動については、非常勤職員の活用やボラン

ティアとの連携が進められているが、館としての自主事業の展開や、地域づくりへの展開を担う

人材の不足があげられている。 
ヒアリングでは、職員が積極的に館外に出て、地域や行政部局と連携し、様々な“つながり”

を企画・演出・実行する取組事例を聴取している。教育的視点をベースに持ちつつ、様々な諸関

係を取り結ぶ専門職員には、これまでの司書・学芸員とは異なる資質・能力・経験も必要である

ことが指摘されている。 
今後、図書館、博物館が、そのポテンシャルを最大限に生かして、地域づくりにおける役割・

機能発揮を発揮するには、その施設経営と職務を担う人材の確保・育成・活用が重要であると考

えられる。 
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